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市 議 案 第 １ ７ 号  
豊 中 市 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た

め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 個 人 番 号

の 利 用 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定

に つ い て  
 豊 中 市 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の

利 用 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 個 人 番 号 の 利 用 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出  
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

豊 中 市 ひ と り 親 家 庭 等 の 医 療 費 の 助 成 に 関 す る 条 例 に よ る

医 療 に 要 す る 費 用 の 助 成 に 関 す る 事 務 に 利 用 す る こ と が で き る

特 定 個 人 情 報 と し て 戸 籍 関 係 情 報 を 追 加 す る た め ， 提 案 す る も

の で あ る 。  

2



豊中市条例第  号 

   豊中市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 豊中市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年豊中市条例第５３号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第２ 別表第２ 

 機関 事務 必要とする他の事務の特定個人情報 

（省 略） 

２ 市長 豊中市ひとり親家

庭等の医療費の助

成に関する条例に

よる医療に要する

費用の助成に関す

る事務であって市

規則で定めるもの 

地方税関係情報，生活保護関係情報，

外国人生活保護関係情報，中国残留邦

人等支援給付実施関係情報，医療保険

給付関係情報，障害者関係情報又は障

害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）による療養介護若し

くは施設入所支援に関する情報であ

って市規則で定めるもの 

 

（省 略） 
 

 機関 事務 必要とする他の事務の特定個人情報 

（省 略） 

２ 市長 豊中市ひとり親家

庭等の医療費の助

成に関する条例に

よる医療に要する

費用の助成に関す

る事務であって市

規則で定めるもの 

地方税関係情報，生活保護関係情報，

外国人生活保護関係情報，中国残留邦

人等支援給付実施関係情報，医療保険

給付関係情報，障害者関係情報，戸籍

関係情報又は障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）に

よる療養介護若しくは施設入所支援

に関する情報であって市規則で定め

るもの 

（省 略） 
 

   附 則 

 この条例は，市規則で定める日から施行する。 
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市 議 案 第 １ ８ 号  
執 行 機 関 の 附 属 機 関 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す  
る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 執 行 機 関 の 附 属 機 関 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出                

 
 
              豊 中 市 長   長  内  繁  樹    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

と よ な か 都 市 創 造 研 究 所 運 営 委 員 会 を 廃 止 す る た め ， 提 案 す

る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例 

執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年豊中市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（設置） （設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めのあるものを除

くほか，市に執行機関の附属機関として，次の委員会を置く。 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めのあるものを除

くほか，市に執行機関の附属機関として，次の委員会を置く。 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任事務 

市長 （省 略） 

とよなか都市創

造研究所運営委

員会 

都市政策に関する調査及び研究計画の策定等に

ついての調査審議に関する事務 

（省 略） 

（省 略） 
 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任事務 

市長 （省 略） 

 

 

 

 

（省 略） 

（省 略） 
 

附 則 

この条例は，令和５年６月１日から施行する。 
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市 議 案 第 １ ９ 号  
職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い

て  
 職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も

の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

市 長 部 局 ， 上 下 水 道 局 及 び 教 育 委 員 会 の 職 員 並 び に 消 防 職 員

の 定 数 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

職員定数条例の一部を改正する条例 

職員定数条例（昭和２７年豊中市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２条 職員の定数は，次の各号に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 市長の補助機関たる職員（上下水道局の職員を除く。） １，７９３

人 

(１) 市長の補助機関たる職員（上下水道局の職員を除く。） １，８３７

人 

(２) 上下水道局の職員 ２５５人 (２) 上下水道局の職員 ２５３人 

(３) 教育委員会の職員（教育機関の職員を含む。） ２６８人 (３) 教育委員会の職員（教育機関の職員を含む。） ２８９人 

(４)・(５) （省 略） (４)・(５) （省 略） 

(６) 消防職員 ４１１人 (６) 消防職員 ４１２人 

附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ２ ０ 号  
一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す  
る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出  
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

小 ・ 中 学 校 任 期 付 常 勤 講 師 の 給 与 を 改 正 す る と と も に ， そ の

他 所 要 の 規 定 を 整 備 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和２８年豊中市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（義務教育等教員特別手当） 

第２８条の３ （省 略） 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は，４，８００円を超えない額の範囲内で，

市規則で定める額とする。 

（義務教育等教員特別手当） 

第２８条の３ （省 略） 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は，５，１００円を超えない額の範囲内で，

市規則で定める額とする。 

附 則 附 則 

１～８ （省 略） 

９ 別表第８の規定にかかわらず，同表の適用を受ける職員であって，その受

ける号給が附則別表に掲げられているものの給料月額は，当分の間，同表の

左欄に掲げる号給の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める額とする。 

１～８ （省 略） 

９ 削除 

附則第１０項を次のように改める。 
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10 令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間，教員に係る次の表の左欄に掲げる規定の適用については，これらの規定中同表の中欄に掲

げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

 

 

 

 

第７条第１項 (３) 医療職給料表（別表第３） 

ア 医療職給料表(１) 

イ 医療職給料表(２) 

(３) 医療職給料表（別表第３） 

ア 医療職給料表(１) 

イ 医療職給料表(２) 

(４) 教育職給料表（附則別表） 

第７条第３項 給料表に 給料表（教育職給料表を除く。）に 

第２８条の３第１項 小・中学校任期付常勤講師 教育職給料表の適用を受ける職員及び小・中

学校任期付常勤講師 

第２８条の３第２項 ５，１００円 ７，５００円 
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附則別表を次のように改める。 
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附則別表

円

１ ３９３，７００
２ ３９５，５００
３ ３９７，３００
４ ３９９，０００
５ ４００，６００
６ ４０２，４００
７ ４０４，２００
８ ４０６，１００
９ ４０７，９００

１０ ４０９，６００
１１ ４１１，３００
１２ ４１２，９００
１３ ４１４，３００
１４ ４１５，５００
１５ ４１６，７００
１６ ４１７，９００
１７ ４１９，５００
１８ ４２０，７００
１９ ４２２，０００
２０ ４２３，３００
２１ ４２４，２００
２２ ４２５，６００
２３ ４２７，０００
２４ ４２８，４００
２５ ４２９，４００
２６ ４３０，６００
２７ ４３１，８００
２８ ４３３，０００
２９ ４３３，８００
３０ ４３５，０００
３１ ４３６，２００
３２ ４３７，４００
３３ ４３８，３００
３４ ４３８，９００
３５ ４３９，５００
３６ ４４０，１００

教 育 職 給 料 表

号給 給　料　月　額
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３７ ４４０，７００
３８ ４４１，３００
３９ ４４１，９００
４０ ４４２，５００
４１ ４４２，９００
４２ ４４３，４００
４３ ４４３，９００
４４ ４４４，４００
４５ ４４４，８００
４６ ４４５，１００
４７ ４４５，４００
４８ ４４５，７００
４９ ４４６，１００
５０ ４４６，４００
５１ ４４６，７００
５２ ４４７，０００
５３ ４４７，２００
５４ ４４７，５００
５５ ４４７，８００
５６ ４４８，１００
５７ ４４８，４００
５８ ４４８，７００
５９ ４４９，０００
６０ ４４９，３００
６１ ４４９，６００
６２ ４４９，８００
６３ ４５０，０００
６４ ４５０，２００
６５ ４５０，４００
６６ ４５０，６００
６７ ４５０，８００
６８ ４５１，０００
６９ ４５１，２００
７０ ４５１，４００
７１ ４５１，６００
７２ ４５１，８００
７３ ４５２，０００

備考　この表は，教員（副校長に限る。）
　に適用する。
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別表第８を次のように改める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14



別表第８

円

１ １６３，１００
２ １６４，６００
３ １６６，１００
４ １６７，６００
５ １６９，３００
６ １７１，２００
７ １７３，０００
８ １７４，８００
９ １７６，５００

１０ １７８，５００
１１ １８０，５００
１２ １８２，４００
１３ １８４，２００
１４ １８６，４００
１５ １８８，５００
１６ １９０，７００
１７ １９２，８００
１８ １９５，４００
１９ １９７，８００
２０ ２００，１００
２１ ２０２，６００
２２ ２０４，２００
２３ ２０５，７００
２４ ２０７，３００
２５ ２０８，７００
２６ ２０９，４００
２７ ２１０，１００
２８ ２１０，８００
２９ ２１１，６００
３０ ２１２，７００
３１ ２１４，６００
３２ ２１６，４００
３３ ２１７，８００
３４ ２１９，８００
３５ ２２１，８００
３６ ２２３，８００

号給 給　料　月　額

小・中学校任期付常勤講師給料表
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３７ ２２４，７００
３８ ２２６，６００
３９ ２２８，５００
４０ ２３０，３００
４１ ２３２，２００
４２ ２３３，９００
４３ ２３５，６００
４４ ２３７，３００
４５ ２３８，２００
４６ ２４０，０００
４７ ２４１，８００
４８ ２４３，６００
４９ ２４５，２００
５０ ２４６，７００
５１ ２４８，２００
５２ ２４９，４００
５３ ２５０，４００
５４ ２５１，９００
５５ ２５３，４００
５６ ２５４，８００
５７ ２５５，９００
５８ ２５７，２００
５９ ２５８，４００
６０ ２５９，６００
６１ ２６０，９００
６２ ２６２，３００
６３ ２６３，６００
６４ ２６４，９００
６５ ２６５，９００
６６ ２６７，４００
６７ ２６８，９００
６８ ２７０，４００
６９ ２７１，８００
７０ ２７３，２００
７１ ２７４，６００
７２ ２７６，０００
７３ ２７６，９００
７４ ２７８，２００
７５ ２７９，５００
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７６ ２８０，８００
７７ ２８２，１００
７８ ２８３，３００
７９ ２８４，４００
８０ ２８５，５００
８１ ２８６，６００
８２ ２８７，８００
８３ ２８９，０００
８４ ２９０，２００
８５ ２９１，１００
８６ ２９２，１００
８７ ２９３，１００
８８ ２９４，１００
８９ ２９４，９００
９０ ２９５，８００
９１ ２９６，７００
９２ ２９７，６００
９３ ２９８，０００
９４ ２９８，８００
９５ ２９９，６００
９６ ３００，４００
９７ ３０１，３００
９８ ３０２，１００
９９ ３０２，９００

１００ ３０３，７００
１０１ ３０４，５００
１０２ ３０５，０００
１０３ ３０５，５００
１０４ ３０５，９００
１０５ ３０６，１００
１０６ ３０６，３００
１０７ ３０６，６００
１０８ ３０６，８００
１０９ ３０７，０００
１１０ ３０７，３００
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１１１ ３０７，５００
１１２ ３０７，８００
１１３ ３０８，０００
１１４ ３０８，３００
１１５ ３０８，６００
１１６ ３０８，９００
１１７ ３０９，１００
１１８ ３０９，４００
１１９ ３０９，７００
１２０ ３０９，９００
１２１ ３１０，１００
１２２ ３１０，３００
１２３ ３１０，５００
１２４ ３１０，７００
１２５ ３１０，９００
１２６ ３１１，１００
１２７ ３１１，３００
１２８ ３１１，５００
１２９ ３１１，７００
１３０ ３１１，９００
１３１ ３１２，１００
１３２ ３１２，３００
１３３ ３１２，５００
１３４ ３１２，７００
１３５ ３１２，９００
１３６ ３１３，１００
１３７ ３１３，３００
１３８ ３１３，５００
１３９ ３１３，７００
１４０ ３１３，９００
１４１ ３１４，１００
１４２ ３１４，３００
１４３ ３１４，５００
１４４ ３１４，７００
１４５ ３１４，９００
１４６ ３１５，１００
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１４７ ３１５，３００
１４８ ３１５，５００
１４９ ３１５，７００
１５０ ３１５，９００
１５１ ３１６，１００
１５２ ３１６，３００
１５３ ３１６，５００
１５４ ３１６，７００
１５５ ３１６，９００
１５６ ３１７，１００
１５７ ３１７，３００
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   附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ この条例（第２８条の３の改正規定を除く。）による改正後の一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は，この条例の施

行の日に在職する職員については，令和４年４月１日から適用する。 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては，この条例による改正前の一般職の職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は，改正後の条

例の規定による給与の内払とみなす。 

４ 前項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

５ 豊中市立学校設置条例（令和４年豊中市条例第１９号）の一部を次のように改める。 

附則第２項中一般職の職員の給与に関する条例附則別表の改正規定を削る。 
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市 議 案 第 ２ １ 号  
手 数 料 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い

て  
 手 数 料 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も

の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

宅 地 造 成 等 規 制 法 の 改 正 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を 整 備 す る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

手数料条例等の一部を改正する条例 

（手数料条例の一部改正） 

第１条 手数料条例（平成１２年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第７ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）関係 別表第７ 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）

による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）関係 

表の部分 （省 略） 表の部分 （省 略） 

（豊中市環境の保全等の推進に関する条例の一部改正） 

第２条 豊中市環境の保全等の推進に関する条例（平成１７年豊中市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第２ 別表第２ 

環境配慮対象事業 環境配慮対象事業 

１～３ （省 略） １～３ （省 略） 

４ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条第１項の許可を

受けて行う宅地造成の事業 

４ 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）によ

る改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号。以下「旧宅地

造成等規制法」という。）第８条第１項の許可を受けて行う宅地造成の事

業 

５～７ （省 略） ５～７ （省 略） 

別表第３ 別表第３ 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

環境影響評価対象事業 環境影響評価対象事業 

１～５ （省 略） １～５ （省 略） 

６ 宅地造成等規制法第８条第１項の許可を受けて行う宅地造成の事業 ６ 旧宅地造成等規制法第８条第１項の許可を受けて行う宅地造成の事業 

７～９ （省 略） ７～９ （省 略） 

（豊中市都市景観条例の一部改正） 

第３条 豊中市都市景観条例（平成１２年豊中市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１)～(４) （省 略） (１)～(４) （省 略） 

(５) 法令等の手続 建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項（これ

らの規定を同法第８８条において準用する場合を含む。）に規定する確認

の申請，都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項に規定

する開発許可の申請，宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第

８条第１項に規定する許可の申請その他法令及び条例の手続で別に定め

るものをいう。 

(５) 法令等の手続 建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項（これ

らの規定を同法第８８条において準用する場合を含む。）に規定する確認

の申請，都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項に規定

する開発許可の申請，宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年

法律第５５号）による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９

１号）第８条第１項に規定する許可の申請その他法令及び条例の手続で別

に定めるものをいう。 

附 則 

この条例は，令和５年５月２６日から施行する。 
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市 議 案 第 ２ ２ 号  
手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の

と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 等 を 定 め る 省 令 の 改 正 に 伴

い ， 認 定 等 に 係 る 評 価 方 法 が 誘 導 仕 様 基 準 に よ る 場 合 の 手 数 料

の 額 を 定 め る と と も に ， そ の 他 所 要 の 規 定 を 整 備 す る た め ， 提

案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   手数料条例の一部を改正する条例 

 手数料条例（平成１２年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第５ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）関係 別表第５ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）関係 

 事務 名称 金額 

１ 第２８条の４第３項第６

号若しくは第６３条第３

項第６号若しくは第６８

条の６９第３項第６号又

は第３１条の２第２項第

１５号ニ若しくは第６２

条の３第４項第１５号ニ

に規定する住宅の新築が

優良な住宅の供給に寄与

するものであることにつ

いての認定の申請に対す

る審査 

（省 略） 

２ 第２８条の４第３項第７

号ロ若しくは第６３条第

３項第７号ロ若しくは第

６８条の６９第３項第７

号ロ又は第３１条の２第

２項第１５号ニ若しくは

（省 略） 

 事務 名称 金額 

１ 第２８条の４第３項第６

号若しくは第６３条第３

項第６号又は第３１条の

２第２項第１５号ニ若し

くは第６２条の３第４項

第１５号ニに規定する住

宅の新築が優良な住宅の

供給に寄与するものであ

ることについての認定の

申請に対する審査 

 

 

（省 略） 

２ 第２８条の４第３項第７

号ロ若しくは第６３条第

３項第７号ロ又は第３１

条の２第２項第１５号ニ

若しくは第６２条の３第

４項第１５号ニに規定す

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第６２条の３第４項第１

５号ニに規定する住宅の

新築が優良な住宅の供給

に寄与するものであるこ

とについての認定の申請

に対する審査 

３ 第２８条の４第３項第５

号イ若しくは第６３条第

３項第５号イ若しくは第

６８条の６９第３項第５

号イ又は第３１条の２第

２項第１４号ハ若しくは

第６２条の３第４項第１

４号ハに規定する宅地の

造成が優良な宅地の供給

に寄与するものであるこ

とについての認定の申請

に対する審査 

（省 略） 

４ 第２８条の４第３項第７

号イ又は第６３条第３項

第７号イ若しくは第６８

条の６９第３項第７号イ

に規定する宅地の造成が

優良な宅地の供給に寄与

するものであることにつ

（省 略） 

る住宅の新築が優良な住

宅の供給に寄与するもの

であることについての認

定の申請に対する審査 

 

 

３ 第２８条の４第３項第５

号イ若しくは第６３条第

３項第５号イ又は第３１

条の２第２項第１４号ハ

若しくは第６２条の３第

４項第１４号ハに規定す

る宅地の造成が優良な宅

地の供給に寄与するもの

であることについての認

定の申請に対する審査 

 

 

（省 略） 

４ 第２８条の４第３項第７

号イ又は第６３条第３項

第７号イに規定する宅地

の造成が優良な宅地の供

給に寄与するものである

ことについての認定の申

請に対する審査 

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

いての認定の申請に対す

る審査 

５ 租税特別措置法施行令（昭

和３２年政令第４３号）第

２０条の２第１４項又は

第３８条の４第２３項に

規定する特定の民間再開

発事業の認定の申請に対

する審査 

（省 略） 

（省 略） 

７ 租税特別措置法施行令第

２５条の４第１６項に規

定する地区外転出事情の

認定の申請に対する審査 

（省 略） 

（省 略） 
 

 

 

５ 租税特別措置法施行令（昭

和３２年政令第４３号）第

２０条の２第１４項又は

第３８条の４第２４項に

規定する特定の民間再開

発事業の認定の申請に対

する審査 

（省 略） 

（省 略） 

７ 租税特別措置法施行令第

２５条の４第１７項に規

定する地区外転出事情の

認定の申請に対する審査

（省 略） 

（省 略） 
 

別表第２８の２ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４

号）関係 

別表第２８の２ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４

号）関係 

 事務 名称 金額 

１ 第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画（同項に規定する

低炭素建築物新築等計画

をいう。以下この表にお

いて同じ。）の認定の申

低炭素建

築物新築

等計画認

定申請手

数料 

 

 

認定申請１件につき，認定等の申請に係

る次の(１)から(４)までに掲げる建築

物の区分に応じ，当該(１)から(４)まで

に定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

 事務 名称 金額 

１ 第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画（同項に規定する

低炭素建築物新築等計画

をいう。以下この表にお

いて同じ。）の認定の申

低炭素建

築物新築

等計画認

定申請手

数料 

認定申請１件につき，認定等の申請に係

る次の(１)から(４)までに掲げる建築

物の区分に応じ，当該(１)から(４)まで

に定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

請又は第５５条第１項の

規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の変更の認

定の申請（変更の認定の

申請をしようとする低炭

素建築物新築等計画の評

価方法（低炭素建築物新

築等計画又は認定低炭素

建築物新築等計画（第５

６条に規定する認定低炭

素建築物新築等計画をい

う。以下この表において

同じ。）が第５４条第１

項各号に掲げる基準（以

下この表において「技術

的基準」という。）に適

合するかどうかの評価の

方法をいう。以下この表

において同じ。）が当該

低炭素建築物新築等計画

の直近の第５３条第１項

の認定若しくは第５５条

第１項の変更の認定（以

下この表において「認定

等」という。）に係る評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

床面積の合計が２００平方メー

トル未満のものは４１，４００円，

２００平方メートル以上のものは

４６，０００円 

 

 

 

 

 

(３) 共同住宅等（共同住宅，長屋その

他の一戸建ての住宅以外の住宅をい

う。以下この表において同じ。） 

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

床面積の合計が３００平方メー

トル未満のものは８１，０００円，

３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のものは１３３，

５００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満の

ものは２２５，６００円，５，００

請又は第５５条第１項の

規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の変更の認

定の申請（変更の認定の

申請をしようとする低炭

素建築物新築等計画の評

価方法（低炭素建築物新

築等計画又は認定低炭素

建築物新築等計画（第５

６条に規定する認定低炭

素建築物新築等計画をい

う。以下この表において

同じ。）が第５４条第１

項各号に掲げる基準（以

下この表において「技術

的基準」という。）に適

合するかどうかの評価の

方法をいう。以下この表

において同じ。）が当該

低炭素建築物新築等計画

の直近の第５３条第１項

の認定若しくは第５５条

第１項の変更の認定（以

下この表において「認定

等」という。）に係る評

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては床面積の合計が２００平方メ

ートル未満のものは２２，４００

円，２００平方メートル以上のもの

は２３，９００円，その他の場合に

あっては床面積の合計が２００平

方メートル未満のものは４１，４０

０円，２００平方メートル以上のも

のは４６，０００円 

(３) 共同住宅等（共同住宅，長屋その

他の一戸建ての住宅以外の住宅をい

う。以下この表において同じ。） 

ア （省 略） 

 イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のものは３９，９００

円，３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のものは６

７，３００円，２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

価方法と同一でない場合

又は認定等に係る建築物

の部分の床面積の合計の

増加を含む場合に係るも

のに限る。）に対する審

査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３２２，４

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは６３２，４００円，２５，

０００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは１，１

１６，９００円，５０，０００平方

メートル以上のものは２，０５０，

９００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価方法と同一でない場合

又は認定等に係る建築物

の部分の床面積の合計の

増加を含む場合に係るも

のに限る。）に対する審

査 

満のものは１１９，９００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは１８

０，１００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは３２８，８００円，

２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの

は５５４，６００円，５０，０００

平方メートル以上のものは９７１，

１００円，その他の場合にあっては

床面積の合計が３００平方メート

ル未満のものは８１，０００円，３

００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは１３３，５

００円，２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満のも

のは２２５，６００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００平方

メートル未満のものは３２２，４０

０円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満の

ものは６３２，４００円，２５，０

００平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは１，１１
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

(４) （省 略） 

（省 略） 

３ 第５５条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画の変更の認定の申

請（変更の認定の申請を

しようとする低炭素建築

物新築等計画の建築物の

評価方法が当該低炭素建

築物新築等計画の直近の

認定等に係る評価方法と

同一でない場合又は認定

等に係る建築物の部分の

床面積の合計の増加を含

む場合に係るものを除

く。）に対する審査 

 

低炭素建

築物新築

等計画変

更認定申

請手数料 

 

 

変更認定申請１件につき，変更の認定の

申請に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)から

(４)までに定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

ア （省 略） 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が２００平

方メートル未満のものは２１，３０

０円，２００平方メートル以上のも

のは２３，６００円 

 

 

 

 

 

 

６，９００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは２，０５０，９

００円 

(４) （省 略）  

（省 略） 

３ 第５５条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築

等計画の変更の認定の申

請（変更の認定の申請を

しようとする低炭素建築

物新築等計画の建築物の

評価方法が当該低炭素建

築物新築等計画の直近の

認定等に係る評価方法と

同一でない場合又は認定

等に係る建築物の部分の

床面積の合計の増加を含

む場合に係るものを除

く。）に対する審査 

低炭素建

築物新築

等計画変

更認定申

請手数料

変更認定申請１件につき，変更の認定の

申請に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)から

(４)までに定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

ア （省 略） 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建築

物の部分の床面積の合計が２００

平方メートル未満のものは１１，８

００円，２００平方メートル以上の

ものは１２，６００円，その他の場

合にあっては変更の認定の申請に

係る建築物の部分の床面積の合計

が２００平方メートル未満のもの

は２１，３００円，２００平方メー

トル以上のものは２３，６００円 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(３) 共同住宅等 

ア （省 略） 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３００平

方メートル未満のものは４１，１０

０円，３００平方メートル以上２，

０００平方メートル未満のものは

６７，４００円，２，０００平方メ

ートル以上５，０００平方メートル

未満のものは１１３，５００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは１６

１，９００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは３１７，０００円，

２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの

は５５９，６００円，５０，０００

平方メートル以上のものは１，０２

７，１００円 

 

 

 

(３) 共同住宅等 

ア （省 略） 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建築

物の部分の床面積の合計が３００

平方メートル未満のものは２０，６

００円，３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満のもの

は３４，３００円，２，０００平方

メートル以上５，０００平方メート

ル未満のものは６０，６００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは９０，

８００円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メートル未

満のものは１６５，１００円，２５，

０００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは２７

８，４００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは４８７，１００

円，その他の場合にあっては変更の

認定の申請に係る建築物の部分の

床面積の合計が３００平方メート
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

ル未満のものは４１，１００円，３

００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは６７，４０

０円，２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満のもの

は１１３，５００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のものは１６１，９００

円，１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のも

のは３１７，０００円，２５，００

０平方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは５５９，６

００円，５０，０００平方メートル

以上のものは１，０２７，１００円

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

備考 備考 

１～３ （省 略） １～３ （省 略） 

 ４ この表において「誘導仕様基準」とは，省令第１０条第２号イ(２)及

び同号ロ(２)に定める基準に住宅の用途に供する部分（共用部分を除

く。）が適合することを確認する方法をいう。 

４～11 （省 略） ５～12 （省 略） 

12 備考の９及び備考の１１に定めるもののほか，この表の２の項の(１) 13 備考の１０及び備考の１２に定めるもののほか，この表の２の項の
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

の床面積の合計及び同項の(２)ア及びイの床面積の合計の算定方法は，

豊中市建築基準法施行条例第６４条第１０項の規定の例による。 

(１)の床面積の合計及び同項の(２)ア及びイの床面積の合計の算定方法

は，豊中市建築基準法施行条例第６４条第１０項の規定の例による。 

別表第３１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号）関係 

別表第３１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号）関係 

 事務 名称 金額 

（省 略） 

５ 第３４条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画（同項

に規定する建築物エネル

ギー消費性能向上計画を

いう。以下この表におい

て同じ。）（同条第３項

各号に掲げる事項（以下

この表において「他の建

築物に係る事項」とい

う。）を記載している場

合に係るものを除く。以

下この項において同じ。）

の認定の申請及び第３６

条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性

能向上計画の変更の認定

の申請（変更の認定の申

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

認定申請

手数料 

認定申請１件につき，認定等の申請に係

る次の(１)から(４)までに掲げる建築

物の区分に応じ，当該(１)から(４)まで

に定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

床面積の合計が２００平方メー

トル未満のものは３９，１００円，

２００平方メートル以上のものは

４３，７００円 

 

 

 

 

 

 事務 名称 金額 

（省 略） 

５ 第３４条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画（同項

に規定する建築物エネル

ギー消費性能向上計画を

いう。以下この表におい

て同じ。）（同条第３項

各号に掲げる事項（以下

この表において「他の建

築物に係る事項」とい

う。）を記載している場

合に係るものを除く。以

下この項において同じ。）

の認定の申請及び第３６

条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性

能向上計画の変更の認定

の申請（変更の認定の申

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

認定申請

手数料 

認定申請１件につき，認定等の申請に係

る次の(１)から(４)までに掲げる建築

物の区分に応じ，当該(１)から(４)まで

に定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては床面積の合計が２００平方メ

ートル未満のものは２０，１００

円，２００平方メートル以上のもの

は２１，６００円，その他の場合に

あっては床面積の合計が２００平

方メートル未満のものは３９，１０

０円，２００平方メートル以上のも

のは４３，７００円 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

請をしようとする建築物

エネルギー消費性能向上

計画の評価方法（建築物

エネルギー消費性能向上

計画又は認定建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

が第３５条第１項各号に

掲げる基準（以下この表

において「性能向上基準」

という。）に適合するか

どうかの評価の方法をい

う。以下この項から１０

の項までにおいて同じ。）

が当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の直近

の第３４条第１項の認定

若しくは第３６条第１項

の変更の認定（以下この

表において「認定等」と

いう。）に係る評価方法

と同一でない場合又は認

定等に係る建築物の部分

の床面積の合計の増加を

含む場合に係るものに限

る。）に対する審査 

(３) 共同住宅等（共同住宅，長屋その

他の一戸建ての住宅以外の住宅をい

う。以下この表において同じ。） 

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

床面積の合計が３００平方メー

トル未満のものは７８，７００円，

３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のものは１３１，

２００円，２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル未満の

ものは２２３，４００円，５，００

０平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満のものは３２０，１

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは６３０，１００円，２５，

０００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは１，１

１４，７００円，５０，０００平方

メートル以上のものは２，０４８，

６００円 

 

 

請をしようとする建築物

エネルギー消費性能向上

計画の評価方法（建築物

エネルギー消費性能向上

計画又は認定建築物エネ

ルギー消費性能向上計画

が第３５条第１項各号に

掲げる基準（以下この表

において「性能向上基準」

という。）に適合するか

どうかの評価の方法をい

う。以下この項から１０

の項までにおいて同じ。）

が当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の直近

の第３４条第１項の認定

若しくは第３６条第１項

の変更の認定（以下この

表において「認定等」と

いう。）に係る評価方法

と同一でない場合又は認

定等に係る建築物の部分

の床面積の合計の増加を

含む場合に係るものに限

る。）に対する審査 

(３) 共同住宅等（共同住宅，長屋その

他の一戸建ての住宅以外の住宅をい

う。以下この表において同じ。） 

ア （省 略） 

イ 認定等に係る評価方法がその他

のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のものは３７，６００

円，３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のものは６

５，０００円，２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未

満のものは１１７，６００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは１７

７，８００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは３２６，５００円，

２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの

は５５２，３００円，５０，０００

平方メートル以上のものは９６８，

８００円，その他の場合にあっては

床面積の合計が３００平方メート
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) （省 略） 

（省 略） 

８ 第３６条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更

の認定の申請に対する審

査（５の項及び６の項に

規定する審査を除く。） 

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

変更認定

申請手数

料 

変更認定申請１件につき，変更の認定の

申請に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)から

(４)までに定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

ア （省 略） 

ル未満のものは７８，７００円，３

００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは１３１，２

００円，２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満のも

のは２２３，４００円，５，０００

平方メートル以上１０，０００平方

メートル未満のものは３２０，１０

０円，１０，０００平方メートル以

上２５，０００平方メートル未満の

ものは６３０，１００円，２５，０

００平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは１，１１

４，７００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは２，０４８，６

００円 

(４) （省 略）  

（省 略） 

８ 第３６条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更

の認定の申請に対する審

査（５の項及び６の項に

規定する審査を除く。） 

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

変更認定

申請手数

料 

変更認定申請１件につき，変更の認定の

申請に係る次の(１)から(４)までに掲

げる建築物の区分に応じ，当該(１)から

(４)までに定める額を合算した額 

(１) （省 略） 

(２) 一戸建ての住宅 

ア （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が２００平

方メートル未満のものは２０，２０

０円，２００平方メートル以上のも

のは２２，５００円 

 

 

 

 

 

 

(３) 共同住宅等 

ア 変更の認定に係る評価方法が登

録住宅性能評価機関等が性能向上

基準に適合すると認めたもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３００平

方メートル未満のものは６，１００

円，３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のものは１

２，２００円，２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未

満のものは２６，３００円，５，０

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

 誘導仕様基準による場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建

築物の部分の床面積の合計が２０

０平方メートル未満のものは１０，

７００円，２００平方メートル以上

のものは１１，４００円，その他の

場合にあっては変更の認定の申請

に係る建築物の部分の床面積の合

計が２００平方メートル未満のも

のは２０，２００円，２００平方メ

ートル以上のものは２２，５００円

(３) 共同住宅等 

ア 変更の認定に係る評価方法が登

録住宅性能評価機関等が性能向上

基準に適合すると認めたもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３００平

方メートル未満のものは６，１００

円，３００平方メートル以上２，０

００平方メートル未満のものは１

２，２００円，２，０００平方メー

トル以上５，０００平方メートル未

満のものは２６，３００円，５，０
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは４６，８

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは７４，６００円，２５，０

００平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは１１２，

９００円，５０，０００平方メート

ル以上のものは１７１，３００円 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

変更の認定の申請に係る建築物

の部分の床面積の合計が３００平

方メートル未満のものは４０，００

０円，３００平方メートル以上２，

０００平方メートル未満のものは

６６，２００円，２，０００平方メ

ートル以上５，０００平方メートル

未満のものは１１２，３００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは１６

０，８００円，１０，０００平方メ

ートル以上２５，０００平方メート

ル未満のものは３１５，８００円，

２５，０００平方メートル以上５

００平方メートル以上１０，０００

平方メートル未満のものは４６，６

００円，１０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル未満

のものは７４，６００円，２５，０

００平方メートル以上５０，０００

平方メートル未満のものは１１２，

９００円，５０，０００平方メート

ル以上のものは１７１，３００円 

イ 変更の認定に係る評価方法がそ

の他のもの 

誘導仕様基準による場合にあっ

ては変更の認定の申請に係る建築

物の部分の床面積の合計が３００

平方メートル未満のものは１９，４

００円，３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満のもの

は３３，１００円，２，０００平方

メートル以上５，０００平方メート

ル未満のものは５９，４００円，５，

０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満のものは８９，

６００円，１０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メートル未

満のものは１６４，０００円，２５，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

０，０００平方メートル未満のもの

は５５８，４００円，５０，０００

平方メートル以上のものは１，０２

５，９００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) （省 略）  

（省 略） 
 

０００平方メートル以上５０，００

０平方メートル未満のものは２７

７，３００円，５０，０００平方メ

ートル以上のものは４８６，０００

円，その他の場合にあっては変更の

認定の申請に係る建築物の部分の

床面積の合計が３００平方メート

ル未満のものは４０，０００円，３

００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満のものは６６，２０

０円，２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満のもの

は１１２，３００円，５，０００平

方メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満のものは１６０，８００

円，１０，０００平方メートル以上

２５，０００平方メートル未満のも

のは３１５，８００円，２５，００

０平方メートル以上５０，０００平

方メートル未満のものは５５８，４

００円，５０，０００平方メートル

以上のものは１，０２５，９００円

(４) （省 略）  

（省 略） 
 

備考 備考 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

１・２ （省 略） １・２ （省 略） 

 ３ この表において「誘導仕様基準」とは，省令第１０条第２号イ(２)及

び同号ロ(２)に定める基準に住宅の用途に供する部分（共用部分を除

く。）が適合することを確認する方法をいう。 

３ この表において「仕様基準等」とは，次に掲げる基準に住宅の用途に

供する全ての部分が適合することを確認することをいう。 

４ この表において「仕様基準等」とは，次に掲げる基準に住宅の用途に

供する全ての部分が適合することを確認する方法をいう。 

 (１) （省 略） (１) （省 略） 

 (２) 省令第１条第１項第２号イ(２)(ⅰ)及び同号ロ(２)の基準 (２) 省令第１条第１項第２号イ(２)及び同号ロ(２)の基準 

(３) 省令第１条第１項第２号イ(２)(ⅱ)及び同号ロ(２)の基準  

４～14 （省 略） ５～15 （省 略） 

15 この表の５の項において「床面積の合計」とは，認定等に係る建築物

の部分の床面積（共同住宅等又は複合建築物であって，当該建築物につ

いて住宅の用途に供する部分の誘導設計一次エネルギー消費量（省令第

１０条第１号ロに規定する誘導設計一次エネルギー消費量をいう。以下

この表において同じ。）に共用部分の誘導設計一次エネルギー消費量を

含まない場合（以下この表において「共同住宅等の共用部分を評価しな

い場合」という。）については，当該認定等に係る建築物の部分の床面

積から当該住宅の用途に供する部分のうち共用部分の床面積（以下この

表において「住宅共用部分の床面積」という。）を除いた床面積）の合

計をいう。ただし，第３６条第１項の変更の認定の申請（認定等に係る

建築物の部分の床面積の合計の増加を含むものに限る。）をする場合に

あっては，当該増加に係る建築物の部分の床面積（共同住宅等の共用部

分を評価しない場合については，当該増加に係る部分の床面積から当該

部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた床面積）の合計に，当該増加

16 この表の５の項において「床面積の合計」とは，認定等に係る建築物

の部分の床面積（共同住宅等又は複合建築物であって，当該建築物につ

いて住宅の用途に供する部分の誘導設計一次エネルギー消費量（省令第

１０条第１号ロに規定する誘導設計一次エネルギー消費量をいう。以下

この表において同じ。）に共用部分の誘導設計一次エネルギー消費量を

含まない場合又は省令第１０条第２号イ(２)及び同号ロ(２)に定める

基準に住宅の用途に供する部分（共用部分を除く。）が適合することを

確認する場合（以下この表において「共同住宅等の共用部分を評価しな

い場合」という。）については，当該認定等に係る建築物の部分の床面

積から当該住宅の用途に供する部分のうち共用部分の床面積（以下この

表において「住宅共用部分の床面積」という。）を除いた床面積）の合

計をいう。ただし，第３６条第１項の変更の認定の申請（認定等に係る

建築物の部分の床面積の合計の増加を含むものに限る。）をする場合に

あっては，当該増加に係る建築物の部分の床面積（共同住宅等の共用部
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に係る部分以外の部分の床面積（共同住宅等の共用部分を評価しない場

合については，当該増加に係る部分以外の部分の床面積から当該部分に

係る住宅共用部分の床面積を除いた床面積）の合計に０．５を乗じて得

た面積を加えた面積とする。 

 

分を評価しない場合については，当該増加に係る部分の床面積から当該

部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた床面積）の合計に，当該増加

に係る部分以外の部分の床面積（共同住宅等の共用部分を評価しない場

合については，当該増加に係る部分以外の部分の床面積から当該部分に

係る住宅共用部分の床面積を除いた床面積）の合計に０．５を乗じて得

た面積を加えた面積とする。 

16 （省 略） 17 （省 略） 

17 備考の１２及び備考の１６に定めるもののほか，この表の７の項の

(１)の床面積の合計及び同項の(２)ア及びイの床面積の合計の算定方

法は，豊中市建築基準法施行条例第６４条第１０項の規定の例による。 

18 備考の１３及び備考の１７に定めるもののほか，この表の７の項の

(１)の床面積の合計及び同項の(２)ア及びイの床面積の合計の算定方

法は，豊中市建築基準法施行条例第６４条第１０項の規定の例による。 

18～21 （省 略） 19～22 （省 略） 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ２ ３ 号  
豊 中 市 企 業 立 地 促 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

設 定 に つ い て  
 豊 中 市 企 業 立 地 促 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に

設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 条 例 の 期 限 を ５ 年 間 延 長 し ， 企 業 の 立 地 を 引 き 続 き 促 進 す る

た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

豊中市企業立地促進条例（平成２０年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

附 則 附 則 

１ （省 略） １ （省 略） 

２ この条例は，令和５年３月３１日限り，その効力を失う。ただし，この条

例の失効前に指定を受けた指定事業者に係る奨励措置については，この条例

は，同日後も，なおその効力を有する。 

２ この条例は，令和１０年３月３１日限り，その効力を失う。ただし，この

条例の失効前に指定を受けた指定事業者に係る奨励措置については，この条

例は，同日後も，なおその効力を有する。 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ２ ４ 号  
豊 中 市 子 ど も 健 や か 育 み 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条

例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 子 ど も 健 や か 育 み 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ

う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出  
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 法 の 改 正 に よ る 引 用 条 項 の 移 動 に 伴 い ，

所 要 の 規 定 を 整 備 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市子ども健やか育み条例の一部を改正する条例 

豊中市子ども健やか育み条例（平成２５年豊中市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（こども審議会） （こども審議会） 

第１０条 市は，子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するとともに，この条例

によりその権限に属させられた事項のほか，市長の諮問に応じて子どもの健

やかな育ちに関する重要事項を調査審議するため，豊中市こども審議会（以

下「審議会」という。）を置く。 

第１０条 市は，子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７２条第１項各号に掲げる事務を処理するとともに，この条例

によりその権限に属させられた事項のほか，市長の諮問に応じて子どもの健

やかな育ちに関する重要事項を調査審議するため，豊中市こども審議会（以

下「審議会」という。）を置く。 

２～７ （省 略） ２～７ （省 略） 

   附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ２ ５ 号  
豊 中 市 立 児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー 条 例 の 一 部 を 改 正  
す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 豊 中 市 立 児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を

次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出                

 
 
              豊 中 市 長   長  内  繁  樹    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

地 域 支 援 機 能 の 強 化 を 図 る た め の 事 業 再 編 に 伴 い ， 児 童 発 達

支 援 事 業 の 定 員 を 改 正 す る と と も に ， 所 要 の 規 定 を 整 備 す る た

め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   豊中市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例 

 豊中市立児童発達支援センター条例（昭和４０年豊中市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（事業） （事業） 

第４条 （省 略） 第４条 （省 略） 

２ 児童発達支援事業の定員は，１日当たり１１４人とする。 ２ 児童発達支援事業の定員は，１日当たり６０人とする。 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

（使用料等） （使用料等） 

第８条 児童発達支援事業，放課後等デイサービス事業及び保育所等訪問支援

事業に係る使用料は，法第２１条の５の３第２項第１号に規定する厚生労働

大臣が定める基準により算定した費用の額に相当する額とする。 

第８条 児童発達支援事業，放課後等デイサービス事業及び保育所等訪問支援

事業に係る使用料は，法第２１条の５の３第２項第１号に規定する内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額に相当する額とする。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 障害児相談支援事業に係る使用料は，法第２４条の２６第２項に規定する

厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額に相当する額とする。 

４ 障害児相談支援事業に係る使用料は，法第２４条の２６第２項に規定する

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額に相当する額とする。 

５ 計画相談支援事業に係る使用料は，障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律第５１条の１７第２項に規定する厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額に相当する額とする。 

５ 計画相談支援事業に係る使用料は，障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律第５１条の１７第２項に規定する主務大臣が定め

る基準により算定した費用の額に相当する額とする。 

６・７ （省 略） ６・７ （省 略） 

附 則 

 この条例は，令和６年４月１日から施行する。ただし，第８条の改正規定は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ２ ６ 号  
豊 中 市 ひ と り 親 家 庭 等 の 医 療 費 の 助 成 に 関 す る 条

例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 ひ と り 親 家 庭 等 の 医 療 費 の 助 成 に 関 す る 条 例 等 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

助 成 対 象 者 の 範 囲 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例 

（豊中市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 豊中市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和５５年豊中市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（対象者） （対象者） 

第２条 （省 略） 第２条 （省 略） 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は，対象者と

しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は，対象者と

しない。 

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者

又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）

による支援給付を受けている者 

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者

（その保護を停止されている者を除く。）又は中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けている者

（その支援給付を停止されている者を除く。） 

(２)～(５) （省 略) (２)～(５)  (省 略) 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

（豊中市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 豊中市子ども医療費の助成に関する条例（平成５年豊中市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（対象者） （対象者） 

第３条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」 第３条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

という。）は，市内に住所を有する子どもであって，国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）による被保険者又は健康保険法（大正１１年法律第

７０号）その他市規則で定める医療保険に関する法律（以下「医療保険各法」

という。）による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。），組合

員，加入者若しくは被扶養者とする。ただし，次の各号のいずれかに該当す

る者を除く。 

という。）は，市内に住所を有する子どもであって，国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）による被保険者又は健康保険法（大正１１年法律第

７０号）その他市規則で定める医療保険に関する法律（以下「医療保険各法」

という。）による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。），組合

員，加入者若しくは被扶養者とする。ただし，次の各号のいずれかに該当す

る者を除く。 

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者 (１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者

（その保護を停止されている者を除く。） 

(２)・(３) （省 略） (２)・(３) （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（豊中市重度障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 豊中市重度障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年豊中市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（対象者） （対象者） 

第２条 （省 略） 第２条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 対象者のうち，次の各号のいずれかに該当する者については，第１項の規

定にかかわらず，この条例による助成は行わない。 

４ 対象者のうち，次の各号のいずれかに該当する者については，第１項の規

定にかかわらず，この条例による助成は行わない。 

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者

又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者

（その保護を停止されている者を除く。）又は中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

による支援給付を受けている者 援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けている者

（その支援給付を停止されている者を除く。） 

(２)～(６) （省 略） (２)～(６) （省 略） 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の豊中市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例第２条第２項第１号の規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。） 

以後に行われた医療について適用し，施行日前に行われた医療については，なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の豊中市子ども医療費の助成に関する条例第３条第１項第１号の規定は，施行日以後に行われた医療について適用し，施行日前に

行われた医療については，なお従前の例による。 

４ 第３条の規定による改正後の豊中市重度障害者の医療費の助成に関する条例第２条第４項第１号の規定は，施行日以後に行われた医療について適用し，施行

日前に行われた医療については，なお従前の例による。 
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市 議 案 第 ２ ７ 号  
豊 中 市 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 ， 職

員 ， 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 等 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 ， 職 員 ， 設 備 及

び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 ， 職 員 ， 設 備 及 び 運 営

に 関 す る 基 準 の 改 正 等 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提

案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４６号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の準用） （豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の準用） 

第１８条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第

５条，第６条第１項，第２項及び第４項，第７条から第９条まで，第１１条

から第１３条まで，第１５条，第１９条，第２０条，第３４条第８号，第３

５条（後段を除く。）並びに第３９条の規定は，幼保連携型認定こども園に

ついて準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる同条例の規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に定める字句に読み替える

ものとする。 

第１８条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第

５条，第６条第１項，第２項及び第４項，第７条から第９条まで，第１１条，

第１２条，第１５条，第１９条，第２０条，第３４条第８号，第３５条（後

段を除く。）並びに第３９条の規定は，幼保連携型認定こども園について準

用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同表の中

欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に定める字句に読み替えるものとす

る。 

（省 略） 

第１３条 児童福祉施設の長 就学前の子どもに関する教

育，保育等の総合的な提供の

推進に関する法律第１４条第

１項に規定する園長（以下「園

長」という。） 

入所中の児童に対し法第４

７条第１項本文の規定によ

り親権を行う場合であって 

法第４７条第３項 

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 懲戒するとき又は同条第３

項 

 

 その児童 園児 

（省 略） 

第３９条 保育所の長 園長 

（省 略） 
 

 

 

 

（省 略） 

第３９条 保育所の長 就学前の子どもに関する

教育，保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第

１４条第１項に規定する

園長 

（省 略） 
 

２ （省 略） ２ （省 略） 

第２条 豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の準用） （豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の準用） 

第１８条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第

５条，第６条第１項，第２項及び第４項，第７条から第９条まで，第１１条，

第１２条，第１５条，第１９条，第２０条，第３４条第８号，第３５条（後

段を除く。）並びに第３９条の規定は，幼保連携型認定こども園について準

用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同表の中

欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に定める字句に読み替えるものとす

る。 

第１８条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第

５条，第６条第１項，第２項及び第４項，第７条から第９条まで，第１１条

から第１３条まで，第１５条，第１９条，第２０条，第３４条第８号，第３

５条（後段を除く。）並びに第３９条の規定は，幼保連携型認定こども園に

ついて準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる同条例の規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に定める字句に読み替える

ものとする。 

（省 略） （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１２条 （省 略） 

 

（省 略） 
 

第１２条 （省 略） 

第１３条第１項 利用者に対する支援の提供 園児の教育及び保育 

及び 並びに 

（省 略） 
 

２ 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第１０条

の規定は，幼保連携型認定こども園の職員及び設備について準用する。この

場合において，同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せて設置する」とあ

るのは職員については「他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と，設

備については「他の学校，社会福祉施設等の設備を兼ねる」と，「設備及び

職員」とあるのは職員については「職員」と，設備については「設備」と，

同条中「他の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２

条第１項に規定する社会福祉施設をいう。以下同じ。）を併せて設置すると

きは，必要に応じ」とあるのは「その運営上必要と認められる場合は，」と，

「設備及び職員」とあるのは職員については「職員」と，設備については「設

備」と，「併せて設置する社会福祉施設」とあるのは職員については「他の

学校又は社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第

１項に規定する社会福祉施設をいう。）」と，設備については「他の学校，

社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１項に規

定する社会福祉施設をいう。）等」と，同条ただし書中「入所している者の

居室及び各施設に特有の設備並びに入所している者の保護に直接従事する

職員」とあるのは職員については「就学前の子どもに関する教育，保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１４条第６

項に規定する園児の保育に直接従事する職員」と，設備については「乳児室，

ほふく室，保育室，遊戯室又は便所」と読み替えるものとする。 

２ 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第１０条

の規定は，幼保連携型認定こども園の職員及び設備について準用する。この

場合において，同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せて設置する」とあ

るのは職員については「他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と，設

備については「他の学校，社会福祉施設等の設備を兼ねる」と，「設備及び

職員」とあるのは職員については「職員」と，設備については「設備」と，

同条第１項中「他の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第６２条第１項に規定する社会福祉施設をいう。以下同じ。）を併せて設置

するときは，必要に応じ」とあるのは「その運営上必要と認められる場合は，」

と，「設備及び職員」とあるのは職員については「職員」と，設備について

は「設備」と，「併せて設置する社会福祉施設」とあるのは職員については

「他の学校又は社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６

２条第１項に規定する社会福祉施設をいう。）」と，設備については「他の

学校，社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１

項に規定する社会福祉施設をいう。）等」と，同条第２項中「入所している

者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所している者の保護に直接従事

する職員」とあるのは職員については「就学前の子どもに関する教育，保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１４条

第６項に規定する園児の保育に直接従事する職員」と，設備については「乳

児室，ほふく室，保育室，遊戯室又は便所」と，「保育所の設備及び職員に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ついては」とあるのは職員については「他の社会福祉施設の職員に兼ねる場

合であって」と，設備については「他の社会福祉施設の設備に兼ねる場合で

あって」と読み替えるものとする。 

附 則 

１～10 （省 略） 

附 則 

１～10 （省 略） 

 11 第６条第３項の表備考の１に定める者については，当分の間，１人に限っ

て，当該幼保連携型認定こども園に勤務する保健師，看護師又は准看護師（以

下「看護師等」という。）をもって代えることができる。ただし，満１歳未

満の園児の数が４人未満である幼保連携型認定こども園については，子育て

に関する知識と経験を有する看護師等を配置し，かつ，当該看護師等が保育

を行うに当たって同表備考の１に定める者による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

 12 前項の場合において，当該看護師等は，補助者として従事する場合を除き，

教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

11 前２項の規定により第６条第３項の表備考の１に定める者を小学校教諭

等免許状所持者又は市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認め

る者をもって代える場合においては，当該小学校教諭等免許状所持者並びに

市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者の総数は，同項の

規定により置かなければならない職員の数の３分の１を超えてはならない。 

13 附則第９項から前項までの規定により第６条第３項の表備考の１に定め

る者を小学校教諭等免許状所持者，市長が保育教諭と同等の知識及び経験を

有すると認める者又は看護師等をもって代える場合においては，当該小学校

教諭等免許状所持者，市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認め

る者並びに看護師等の総数は，同項の規定により置かなければならない職員

の数の３分の１を超えてはならない。 

（豊中市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第３条 豊中市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３０年豊中市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （虐待等の禁止） 

第１６条の２ 認定こども園の職員は，当該認定こども園の子どもに対し，児

童福祉法第３３条の１０各号に掲げる行為その他当該子どもの心身に有害

な影響を与える行為をしてはならない。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第２２条の２ 認定こども園は，子どもの通園，園外における学習のための移

動その他の子どもの移動のために自動車を運行するときは，子どもの乗車及

び降車の際に，点呼その他の子どもの所在を確実に把握することができる方

法により，子どもの所在を確認しなければならない。 

２ 認定こども園は，通園を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座

席並びにこれらより１つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有し

ないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に子どもの見落としの

おそれが少ないと認められるものを除く。）を運行するときは，当該自動車

にブザーその他の車内の子どもの見落としを防止する装置を備え，これを用

いて前項に定める所在の確認（子どもの降車の際に限る。）を行わなければ

ならない。 

附 則 

１・２ （省 略） 

附 則 

１・２ （省 略） 

３ 第６条第１項及び第５項（ただし書の規定を適用する場合を除く。）の規

定により認定こども園に置かなければならない保育士の資格を有する者に

ついては，当分の間，幼稚園教諭免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の

普通免許状（教育職員免許法第４条第２項に規定する普通免許状をいう。次

項及び附則第６項において同じ。）を有する者（現に当該施設において主幹

養護教諭又は養護教諭として従事している者を除く。次項及び附則第６項に

３ 第６条第１項及び第５項（ただし書の規定を適用する場合を除く。）の規

定により認定こども園に置かなければならない保育士の資格を有する者に

ついては，当分の間，幼稚園教諭免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の

普通免許状（教育職員免許法第４条第２項に規定する普通免許状をいう。次

項及び附則第７項において同じ。）を有する者（現に当該施設において主幹

養護教諭又は養護教諭として従事している者を除く。次項及び附則第７項に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

おいて同じ。）をもって代えることができる。 

４・５ （省 略） 

おいて同じ。）をもって代えることができる。 

４・５ （省 略） 

 ６ 第６条第１項の規定により認定こども園に置かなければならない保育士

の資格を有する者については，当分の間，１人に限って，当該認定こども園

に勤務する保健師，看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）をも

って代えることができる。ただし，満１歳未満の子どもの数が４人未満であ

る認定こども園については，子育てに関する知識と経験を有する看護師等を

配置し，かつ，当該看護師等が保育を行うに当たって当該認定こども園の保

育士の資格を有する者による支援を受けることができる体制を確保しなけ

ればならない。 

６ 次の表の左欄に掲げる規定により同表の中欄に掲げる者について同表の

右欄に定める者をもって代える場合においては，同欄に定める者の総数は，

第４条第１項の規定により認定こども園に置かなければならない職員の数

の３分の１を超えてはならない。 

７ 次の表の左欄に掲げる規定により同表の中欄に掲げる者について同表の

右欄に定める者をもって代える場合においては，同欄に定める者の総数は，

第４条第１項の規定により認定こども園に置かなければならない職員の数

の３分の１を超えてはならない。 

（省 略） 
 

（省 略） 

附則第６項 第６条第１項の規定により認

定こども園に置かなければな

らない保育士の資格を有する

者 

看護師等 

 

（豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（懲戒に係る権限の濫用禁止）  

第１３条 児童福祉施設の長は，入所中の児童に対し法第４７条第１項本文の

規定により親権を行う場合であって懲戒するとき又は同条第３項の規定に

より懲戒に関しその児童の福祉のために必要な措置をとるときは，身体的苦

痛を与え，人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

第１３条 削除 

第５条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （安全計画の策定等） 

第７条の２ 児童福祉施設（助産施設を除く。以下この条及び次条において同

じ。）は，児童の安全の確保を図るため，当該児童福祉施設の設備の安全点

検，職員，児童等に対する施設外での活動，取組等を含めた児童福祉施設で

の生活その他の日常生活における安全に関する指導，職員の研修及び訓練そ

の他児童福祉施設における安全に関する事項についての計画（以下この条に

おいて「安全計画」という。）を策定し，当該安全計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

２ 児童福祉施設は，職員に対し，安全計画について周知するとともに，前項

の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 保育所は，児童の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう，保

護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならな

い。 

４ 児童福祉施設は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応じて安全計

画の変更を行うものとする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 児童福祉施設は，児童の施設外での活動，取組等のための移動そ

の他の児童の移動のために自動車を運行するときは，児童の乗車及び降車の

際に，点呼その他の児童の所在を確実に把握することができる方法により，

児童の所在を確認しなければならない。 

２ 保育所は，児童の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座

席並びにこれらより１つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有し

ないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に児童の見落としのお

それが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは，当該

自動車にブザーその他の車内の児童の見落としを防止する装置を備え，これ

を用いて前項に定める所在の確認（児童の降車の際に限る。）を行わなけれ

ばならない。 

（他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準） （他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１０条 児童福祉施設は，他の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律

第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施設をいう。以下同じ。）を

併せて設置するときは，必要に応じ当該児童福祉施設の設備及び職員の一部

を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねることができる。ただ

し，入所している者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所している者の

保護に直接従事する職員については，この限りでない。 

第１０条 児童福祉施設は，他の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律

第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施設をいう。以下同じ。）を

併せて設置するときは，必要に応じ当該児童福祉施設の設備及び職員の一部

を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねることができる。 

 ２ 前項の規定は，入所している者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所

している者の保護に直接従事する職員については，適用しない。ただし，保

育所の設備及び職員については，その行う保育に支障がない場合は，この限

りでない。 

 （業務継続計画の策定等） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１３条 削除 第１３条 児童福祉施設は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対

する支援の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策

定し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

 ２ 児童福祉施設は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，

必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 児童福祉施設は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業

務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第１４条 （省 略） 第１４条 （省 略） 

２ 児童福祉施設は，当該児童福祉施設において感染症又は食中毒が発生し，

又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 児童福祉施設は，当該児童福祉施設において感染症又は食中毒が発生し，

又はまん延しないように，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を

定期的に実施するよう努めなければならない。 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

附 則 附 則 

１・２ （省 略） １・２ （省 略） 

３ 乳児４人以上を入所させる保育所に係る第３６条第２項に規定する保育

士の数の算定については，当分の間，当該保育所に勤務する保健師，看護師

又は准看護師を，１人に限って，保育士とみなすことができる。 

 

 

３ 第３６条第２項に規定する保育士の数の算定については，当分の間，当該

保育所に勤務する保健師，看護師又は准看護師（以下この項において「看護

師等」という。）を，１人に限って，保育士とみなすことができる。ただし，

乳児の数が４人未満である保育所については，子育てに関する知識と経験を

有する看護師等を配置し，かつ，当該看護師等が保育を行うに当たって当該
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

４～７ （省 略） 

保育所の保育士による支援を受けることができる体制を確保しなければな

らない。 

４～７ （省 略） 

（豊中市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 豊中市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （安全計画の策定等） 

第７条の２ 放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全の確保を図るため，

放課後児童健全育成事業所ごとに，当該放課後児童健全育成事業所の設備の

安全点検，職員，利用者等に対する事業所外での活動，取組等を含めた放課

後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指

導，職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に関

する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策

定し，当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，安全計画について周知すると

ともに，前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全の確保に関して保護者との連

携が図られるよう，保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に

応じて安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第７条の３ 放課後児童健全育成事業者は，利用者の事業所外での活動，取組

等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは，利

用者の乗車及び降車の際に，点呼その他の利用者の所在を確実に把握するこ

とができる方法により，利用者の所在を確認しなければならない。 

（職員） （職員） 

第１１条 （省 略） 第１１条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 放課後児童支援員は，次の各号のいずれかに該当する者であって，都道府

県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

３ 放課後児童支援員は，次の各号のいずれかに該当する者であって，都道府

県知事又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項

の指定都市若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市の長が行う研修

を修了したものでなければならない。 

(１)～(10) （省 略） (１)～(10) （省 略） 

４・５ （省 略） ４・５ （省 略） 

 （業務継続計画の策定等） 

第１３条の２ 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健全育成事業所ごと

に，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対する支援の提供を継続

的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下この条において「業務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画

に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，業務継続計画について周知す

るとともに，必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければなら

ない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必

要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第１４条 （省 略） 第１４条 （省 略） 

２ 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健全育成事業所において感染症

又は食中毒が発生し，又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健全育成事業所において感染症

又は食中毒が発生し，又はまん延しないように，職員に対し，感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延

の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第７条 豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （安全計画の策定等） 

第８条の２ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児の安全の確保を図るため，家

庭的保育事業所等ごとに，当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検，職員，

利用乳幼児等に対する事業所外での活動，取組等を含めた家庭的保育事業所

等での生活その他の日常生活における安全に関する指導，職員の研修及び訓

練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項についての計画（以

下この条において「安全計画」という。）を策定し，当該安全計画に従い必

要な措置を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は，職員に対し，安全計画について周知するとともに，

前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう，保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について周
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第８条の３ 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児の事業所外での活動，取組等

のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは，

利用乳幼児の乗車及び降車の際に，点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に

把握することができる方法により，利用乳幼児の所在を確認しなければなら

ない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は，利用乳幼児の

送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより

１つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用

の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ない

と認められるものを除く。）を日常的に運行するときは，当該自動車にブザ

ーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え，これを用い

て前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなけれ

ばならない。 

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１１条 家庭的保育事業所等は，他の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６

年法律第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施設をいう。以下同

じ。）等を併せて設置するときは，必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設

備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に

兼ねることができる。ただし，保育室及び各事業所に特有の設備並びに利用

乳幼児の保育に直接従事する職員については，この限りでない。 

第１１条 家庭的保育事業所等は，他の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６

年法律第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施設をいう。以下同

じ。）等を併せて設置するときは，その行う保育に支障がない場合に限り，

必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置す

る他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１４条 家庭的保育事業者等は，利用乳幼児に対し法第４７条第３項の規定

により懲戒に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な措置をとるときは，

身体的苦痛を与え，人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 

第１４条 削除 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第１５条 （省 略） 第１５条 （省 略） 

２ 家庭的保育事業者等は，家庭的保育事業所等において感染症又は食中毒が

発生し，又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

２ 家庭的保育事業者等は，家庭的保育事業所等において感染症又は食中毒が

発生し，又はまん延しないように，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３～５ （省 略） ３～５ （省 略） 

（豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第８条 豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年豊中市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６条 （省 略） 第６条 （省 略） 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員（日常生活

を営むのに必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を，日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理，喀痰
かくたん

吸引その他基準省令第５条第２項の厚生労働大臣が定める医療行為をいう。

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員（日常生活

を営むのに必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を，日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理，喀痰
かくたん

吸引その他基準省令第５条第２項の厚生労働大臣が定める医療行為をいう。
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

以下同じ。）を恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療的ケアを行

う場合には看護職員（保健師，助産師，看護師又は准看護師をいう。以下同

じ。）を，それぞれ置かなければならない。ただし，次の各号のいずれかに

該当する場合には，看護職員を置かないことができる。 

以下同じ。）を恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療的ケアを行

う場合には看護職員（保健師，助産師，看護師又は准看護師をいう。以下同

じ。）を，それぞれ置かなければならない。ただし，次の各号のいずれかに

該当する場合には，看護職員を置かないことができる。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２

０条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において，医療的ケ

アのうち特定行為（同法附則第３条第１項に規定する特定行為をいう。次

条及び第７９条において同じ。）のみを必要とする障害児に対し，当該登

録を受けた者が自らの事業又はその一環として特定行為業務（同法附則第

２０条第１項に規定する特定行為業務をいう。次条及び第７９条において

同じ。）を行う場合 

(３) 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２

７条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において，医療的ケ

アのうち特定行為（同法附則第１０条第１項に規定する特定行為をいう。

次条及び第７９条において同じ。）のみを必要とする障害児に対し，当該

登録を受けた者が自らの事業又はその一環として特定行為業務（同法附則

第２７条第１項に規定する特定行為業務をいう。次条及び第７９条におい

て同じ。）を行う場合 

３～８ （省 略） ３～８ （省 略） 

 ９ 第１項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等（豊中市

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊

中市条例第４８号）第３条に規定する家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育

事業を行う場所を除く。）をいう。以下同じ。）に入所し，又は幼保連携型

認定こども園（就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携

型認定こども園をいう。以下同じ。）に入園している児童と指定児童発達支

援事業所に通所している障害児を交流させるときは，障害児の支援に支障が

ない場合に限り，障害児の支援に直接従事する従業者については，これら児

童への保育に併せて従事させることができる。 

第７条 （省 略） 第７条 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員を，日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受けることが不可欠で

ある障害児に医療的ケアを行う場合には看護職員を，それぞれ置かなければ

ならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合には，看護職員を置

かないことができる。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員を，日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受けることが不可欠で

ある障害児に医療的ケアを行う場合には看護職員を，それぞれ置かなければ

ならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合には，看護職員を置

かないことができる。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２

０条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において，医療的ケ

アのうち特定行為のみを必要とする障害児に対し，当該登録を受けた者が

自らの事業又はその一環として特定行為業務を行う場合 

(３) 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２

７条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において，医療的ケ

アのうち特定行為のみを必要とする障害児に対し，当該登録を受けた者が

自らの事業又はその一環として特定行為業務を行う場合 

３～８ （省 略） ３～８ （省 略） 

 ９ 前項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し，

又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定児童発達支援事業

所に通所している障害児を交流させるときは，障害児の支援に支障がない場

合に限り，障害児の支援に直接従事する従業者については，これら児童への

保育に併せて従事させることができる。 

 （安全計画の策定等） 

第４１条の２ 指定児童発達支援事業者は，障害児の安全の確保を図るため，

指定児童発達支援事業所ごとに，当該指定児童発達支援事業所の設備の安全

点検，従業者，障害児等に対する事業所外での活動，取組等を含めた指定児

童発達支援事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導，従

業者の研修及び訓練その他指定児童発達支援事業所における安全に関する

事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は，従業者に対し，安全計画について周知すると

ともに，前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は，障害児の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう，保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等について周

知しなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は，定期的に安全計画の見直しを行い，必要に応

じて安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第４１条の３ 指定児童発達支援事業者は，障害児の事業所外での活動，取組

等のための移動その他の障害児の移動のために自動車を運行するときは，障

害児の乗車及び降車の際に，点呼その他の障害児の所在を確実に把握するこ

とができる方法により，障害児の所在を確認しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は，障害児の送迎を目的とした自動車（運転者席

及びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前向きの座

席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に

障害児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に

運行するときは，当該自動車にブザーその他の車内の障害児の見落としを防

止する装置を備え，これを用いて前項に定める所在の確認（障害児の降車の

際に限る。）を行わなければならない。 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第４７条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限

る。）の長たる指定児童発達支援事業所の管理者は，障害児に対し法第４７

条第１項本文の規定により親権を行う場合であって懲戒するとき又は同条

 

第４７条 削除 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第３項の規定により懲戒に関しその障害児の福祉のために必要な措置を採

るときは，身体的苦痛を与え，人格を辱める等その権限を濫用してはならな

い。 

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第５２条 （省 略） 第５２条 （省 略） 

２ 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである児童発達支援事業

所において，指定児童発達支援の事業を行うものに限る。）は，通常の事業

の実施地域の障害児の福祉に関し，障害児若しくはその家庭又は当該障害児

が通い，在学し，若しくは在籍する保育所，学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）に規定する幼稚園，小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）若

しくは特別支援学校若しくは就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的

な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定

する認定こども園その他児童が集団生活を営む施設からの相談に応じ，助言

その他の必要な援助を行うよう努めなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センターである児童発達支援事業

所において，指定児童発達支援の事業を行うものに限る。）は，通常の事業

の実施地域の障害児の福祉に関し，障害児若しくはその家庭又は当該障害児

が通い，在学し，若しくは在籍する保育所，学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）に規定する幼稚園，小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）若

しくは特別支援学校若しくは就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的

な提供の推進に関する法律第２条第６項に規定する認定こども園その他児

童が集団生活を営む施設からの相談に応じ，助言その他の必要な援助を行う

よう努めなければならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６０条 （省 略） 第６０条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 ３ 第１項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所

し，又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と基準該当児童発達支

援事業所に通所している障害児を交流させるときは，障害児の支援に支障が

ない場合に限り，障害児の支援に直接従事する従業者については，これら児

童への保育に併せて従事させることができる。 

（準用） （準用） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第６３条 第５条，第８条及び第４節（第１２条，第２４条第１項及び第４項，

第２５条，第２６条第１項，第３２条，第３４条，第４７条並びに第５２条

第２項を除く。）の規定は，基準該当児童発達支援の事業について準用する。 

第６３条 第５条，第８条及び第４節（第１２条，第２４条第１項及び第４項，

第２５条，第２６条第１項，第３２条，第３４条並びに第５２条第２項を除

く。）の規定は，基準該当児童発達支援の事業について準用する。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６８条 （省 略） 第６８条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

 ４ 前項の規定にかかわらず，保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し，

又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定医療型児童発達支

援事業所に通所している障害児を交流させるときは，障害児の支援に支障が

ない場合に限り，障害児の支援に直接従事する従業者については，これら児

童への保育に併せて従事させることができる。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第７９条 （省 略） 第７９条 （省 略） 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定放課後等デイサービス事業所におい

て，日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員

を，日常生活及び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受けることが

不可欠である障害児に医療的ケアを行う場合には看護職員を，それぞれ置か

なければならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合には，看護

職員を置かないことができる。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定放課後等デイサービス事業所におい

て，日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員

を，日常生活及び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受けることが

不可欠である障害児に医療的ケアを行う場合には看護職員を，それぞれ置か

なければならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合には，看護

職員を置かないことができる。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 当該指定放課後等デイサービス事業所（社会福祉士及び介護福祉士法

附則第２０条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において，

医療的ケアのうち特定行為のみを必要とする障害児に対し，当該登録を受

(３) 当該指定放課後等デイサービス事業所（社会福祉士及び介護福祉士法

附則第２７条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において，

医療的ケアのうち特定行為のみを必要とする障害児に対し，当該登録を受
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

けた者が自らの事業又はその一環として特定行為業務を行う場合 けた者が自らの事業又はその一環として特定行為業務を行う場合 

３～８ （省 略） ３～８ （省 略） 

（準用） （準用） 

第９７条 第１３条から第２３条まで，第２５条，第２６条，第２７条（第４

項及び第５項を除く。），第２８条から第３１条まで，第３３条，第３５条

から第３７条まで，第３９条，第３９条の２，第４２条から第４６条まで，

第４８条，第５０条，第５１条，第５２条第１項，第５３条から第５５条ま

で及び第７６条の規定は，指定居宅訪問型児童発達支援の事業について準用

する。この場合において，第１３条第１項中「第３８条」とあるのは「第９

６条」と，第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５２条第２項において

同じ。」とあるのは「いう。」と，第２３条第２項中「次条」とあるのは「第

９５条」と，第２６条第２項中「第２４条第２項」とあるのは「第９５条第

２項」と，第２７条第１項，第２８条及び第５５条第２項第２号中「児童発

達支援計画」とあるのは「居宅訪問型児童発達支援計画」と読み替えるもの

とする。 

第９７条 第１３条から第２３条まで，第２５条，第２６条，第２７条（第４

項及び第５項を除く。），第２８条から第３１条まで，第３３条，第３５条

から第３７条まで，第３９条，第３９条の２，第４１条の２，第４１条の３

第１項，第４２条から第４６条まで，第４８条，第５０条，第５１条，第５

２条第１項，第５３条から第５５条まで及び第７６条の規定は，指定居宅訪

問型児童発達支援の事業について準用する。この場合において，第１３条第

１項中「第３８条」とあるのは「第９６条」と，第１７条中「いう。第３８

条第６号及び第５２条第２項において同じ。」とあるのは「いう。」と，第

２３条第２項中「次条」とあるのは「第９５条」と，第２６条第２項中「第

２４条第２項」とあるのは「第９５条第２項」と，第２７条第１項，第２８

条及び第５５条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「居宅訪問

型児童発達支援計画」と読み替えるものとする。 

（準用） （準用） 

第１０２条 第１３条から第２３条まで，第２５条，第２６条，第２７条（第

４項及び第５項を除く。），第２８条から第３１条まで，第３３条，第３５

条から第３７条まで，第３９条，第３９条の２，第４２条，第４４条から第

４６条まで，第４８条，第５０条，第５１条，第５２条第１項，第５３条か

ら第５５条まで，第７６条及び第９４条から第９６条までの規定は，指定保

育所等訪問支援の事業について準用する。この場合において，第１３条第１

項中「第３８条」とあるのは「第１０２条において準用する第９６条」と，

第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５２条第２項において同じ。」と

第１０２条 第１３条から第２３条まで，第２５条，第２６条，第２７条（第

４項及び第５項を除く。），第２８条から第３１条まで，第３３条，第３５

条から第３７条まで，第３９条，第３９条の２，第４１条の２，第４１条の

３第１項，第４２条，第４４条から第４６条まで，第４８条，第５０条，第

５１条，第５２条第１項，第５３条から第５５条まで，第７６条及び第９４

条から第９６条までの規定は，指定保育所等訪問支援の事業について準用す

る。この場合において，第１３条第１項中「第３８条」とあるのは「第１０

２条において準用する第９６条」と，第１７条中「いう。第３８条第６号及
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

あるのは「いう。」と，第２３条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１

０２条において準用する第９５条第１項」と，第２６条第２項中「第２４条

第２項」とあるのは「第１０２条において準用する第９５条第２項」と，第

２７条第１項及び第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪

問支援計画」と，第４４条第１項中「従業者の勤務の体制，前条の協力医療

機関」とあるのは「従業者の勤務の体制」と，第５５条第２項第２号中「児

童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と読み替えるものと

する。 

び第５２条第２項において同じ。」とあるのは「いう。」と，第２３条第２

項中「次条第１項」とあるのは「第１０２条において準用する第９５条第１

項」と，第２６条第２項中「第２４条第２項」とあるのは「第１０２条にお

いて準用する第９５条第２項」と，第２７条第１項及び第２８条中「児童発

達支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と，第４４条第１項中「従

業者の勤務の体制，前条の協力医療機関」とあるのは「従業者の勤務の体制」

と，第５５条第２項第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪

問支援計画」と読み替えるものとする。 

（豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第９条 豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。

以下この条において同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は，教育・

保育給付認定子どもに対し児童福祉法第４７条第３項の規定により懲戒に

関しその教育・保育給付認定子どもの福祉のために必要な措置をとるとき

は，身体的苦痛を与え，人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 

第２６条 削除 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第５３条 （省 略） 第５３条 （省 略） 

２～５ （省 略） ２～５ （省 略） 

６ 第２項から前項までの規定は，この条例の規定による書面等による同意の ６ 第２項から前項までの規定は，この条例の規定による書面等による同意の
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

取得について準用する。この場合において，第２項中「書面等の交付又は提

出」とあり，及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）」とあるのは「書面等による同意」と，「第４項」とあるの

は「第６項において準用する第４項」と，「提供する」とあるのは「得る」

と，「書面等を交付又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」

と，「記載事項」とあるのは「同意に関する事項」と，「提供を受ける」と

あるのは「同意を行う」と，「受けない」とあるのは「行わない」と，第４

項中「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と，「記載事項

を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と，同項第１号中「第２項

各号」とあるのは「第６項において準用する第２項各号」と，前項中「提供

を受けない」とあるのは「同意を行わない」と，「第２項に規定する記載事

項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取得」と

読み替えるものとする。 

取得について準用する。この場合において，第２項中「書面等の交付又は提

出」とあり，及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）」とあるのは「書面等による同意」と，「第４項」とあるの

は「第６項において準用する第４項」と，「提供する」とあるのは「得る」

と，「書面等を交付又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」

と，「記載事項」とあるのは「同意に関する事項」と，「提供を受ける」と

あるのは「同意を行う」と，「受けない」とあるのは「行わない」と，「交

付する」とあるのは「得る」と，第３項中「前項各号」とあるのは「第６項

において準用する前項各号」と，第４項中「第２項」とあるのは「第６項に

おいて準用する第２項」と，「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を

得よう」と，「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と，

同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項において準用する第２項各

号」と，前項中「前項」とあるのは「第６項において準用する前項」と，「提

供を受けない」とあるのは「同意を行わない」と，「第２項に規定する記載

事項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取得」

と読み替えるものとする。 

附 則 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第１条の規定，第４条の規定，第６条中豊中市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例第１１条第３項の改正規定，第７条中豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第１４条の改正規定，第８条中豊中市指

定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例第６条第２項，第７条第２項，第４７条，第６３条及び第７９条第２項の改正規定並び

に第９条の規定は，公布の日から施行する。 

２ 第３条の規定による改正後の豊中市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例第２２条の２第２項の規定の適用については，認

定こども園において子どもの通園を目的とした自動車を運行する場合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の子どもの見落としを防止す
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る装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該

自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において，子どもの通園を目的とした自動車を運行する認定こども園は，ブザー等の設置に代わる措置を

講じて子どもの所在の確認を行わなければならない。 

３ 第５条の規定による改正後の豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新設備運営基準条例」という。）第７条の３第２項の規

定の適用については，保育所において児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の児

童の見落としを防止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは，令和６年３月

３１日までの間，当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において，児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する保育所は，ブザー等

の設置に代わる措置を講じて児童の所在の確認を行わなければならない。 

４ 第７条の規定による改正後の豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第８条の３第２項の規定の適用については，家庭的保育事業

者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落と

しを防止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは，令和６年３月３１日まで

の間，当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において，利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は，

ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。 

５ 第８条の規定による改正後の豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新指定通所支援基準条例」という。）

第４１条の３第２項（新指定通所支援基準条例第５９条，第６３条，第７７条，第８４条，第８５条及び第８９条において準用する場合を含む。）の規定の適

用については，指定児童発達支援事業者において障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその

他の車内の障害児の見落としを防止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは，

令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において，障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する指定

児童発達支援事業者は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて障害児の所在の確認を行わなければならない。 

６ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間，新設備運営基準条例第７条の２（保育所に係るものを除く。），第６条の規定による改正後の豊中市

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第７条の２及び新指定通所支援基準条例第４１条の２（新指定通所支援基準条例第５９条，

第６３条，第７７条，第８４条，第８５条，第８９条，第９７条及び第１０２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，これらの規定中「講

じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と，「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と，「周知しなければ」とあるのは「周
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知するよう努めなければ」とする。 

75



市 議 案 第 ２ ８ 号  
市 民 ホ ー ル 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に

つ い て  
 市 民 ホ ー ル 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す

る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出  
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 公 の 施 設 の 使 用 料 に 関 す る 指 針 に 基 づ き ， 市 民 ホ ー ル 等 の 使

用 料 等 の 限 度 額 を 改 正 す る と と も に ， そ の 他 所 要 の 規 定 を 整 備

す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   市民ホール条例等の一部を改正する条例 

（市民ホール条例の一部改正） 

第１条 市民ホール条例（昭和４３年豊中市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

１ 文化芸術センター １ 文化芸術センター 

名称 利用料金 

単位 金額 

大ホール １日 平日 １５９，０９０円 

土曜日及び休日 １９０，４６０円 

中ホール １日 平日 ６１，１１０円 

土曜日及び休日 ７３，３３０円 

小ホール １日 平日 ３１，３７０円 

土曜日及び休日 ３８，０９０円 

（省 略） 
 

名称 利用料金 

単位 金額 

大ホール １日 平日 ２３８，６３０円 

土曜日及び休日 ２８５，６９０円 

中ホール １日 平日 ９１，６６０円 

土曜日及び休日 １０９，９９０円 

小ホール １日 平日 ４７，０５０円 

土曜日及び休日 ５７，１３０円 

（省 略） 
 

２ ローズ文化ホール ２ ローズ文化ホール 

名称 利用料金 

単位 金額 

ホール １日 平日 ４５，８３０円 

土曜日及び休日 ５５，０００円 

（省 略） 
 

名称 利用料金 

単位 金額 

ホール １日 平日 ６８，７４０円 

土曜日及び休日 ８２，５００円 

（省 略） 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 
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（豊中市立伝統芸能館条例の一部改正） 

第２条 豊中市立伝統芸能館条例（平成７年豊中市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

施設 利用料金（１日につき） 

多目的ホール １０，８００円 
 

施設 利用料金（１日につき） 

多目的ホール １６，２００円 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

（豊中市立人権平和センター条例の一部改正） 

第３条 豊中市立人権平和センター条例（平成３０年豊中市条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

１ （省 略） １ （省 略） 

２ 豊中市立人権平和センター螢池 ２ 豊中市立人権平和センター螢池 

施設名 使用料（１日につき） 

ホール（控え室を含む。） １０，０００円 

（省 略） 
 

施設名 使用料（１日につき） 

ホール（控え室を含む。） １５，０００円 

（省 略） 
 

 備考 （省 略）  備考 （省 略） 

（豊中市体育施設条例の一部改正） 

第４条 豊中市体育施設条例（昭和５６年豊中市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第１ 別表第１ 

１ 体育館使用料金表 体育館使用料金表 

区分 使用料 

（１日につ

き） 

超過使用料 

（１時間以内につき） 

専用使用 豊 島 体 育

館 

競技場 

（更衣室を含む。） 

円

４２，０００

円

４，２００

（省 略） 

会議室 ３，０００ ３００

競技役員室 １，０００ １００

柴 原 体 育

館 

第１競技場 

（更衣室を含む。） 

１２，０００ １，２００

（省 略） 

会議室 １，５００ １５０

庄 内 体 育

館 

（省 略） 

会議室 ３，０００ ３００

千 里 体 育

館 

第１競技場 

（更衣室を含む。） 

４２，０００ ４，２００

第２競技場 

（更衣室を含む。） 

１９，０００ １，９００

第３競技場 

（更衣室を含む。） 

７，５００ ７５０

（省 略） 

会議室 ９，０００ ９００

区分 使用料 

（１日につ

き） 

超過使用料 

（１時間以内につき） 

専用使用 豊 島 体 育

館 

競技場 

（更衣室を含む。） 

円

６３，０００

円

６，３００

（省 略） 

会議室 ４，５００ ４５０

競技役員室 １，５００ １５０

柴 原 体 育

館 

第１競技場 

（更衣室を含む。） 

１８，０００ １，８００

（省 略） 

会議室 ２，２５０ ２２０

庄 内 体 育

館 

（省 略） 

会議室 ４，５００ ４５０

千 里 体 育

館 

第１競技場 

（更衣室を含む。） 

６３，０００ ６，３００

第２競技場 

（更衣室を含む。） 

２８，５００ ２，８５０

第３競技場 

（更衣室を含む。） 

１１，２５０ １，１２０

（省 略） 

会議室 １３，５００ １，３５０
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

高 川 ス ポ

ー ツ ル ー

ム 

多目的室 ６，０００ ６００

（省 略） 

（省 略） 
 

高 川 ス ポ

ー ツ ル ー

ム 

多目的室 ９，０００ ９００

（省 略） 

（省 略） 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

２ 体力診断システム使用料金表  

体育施設の名称 単位 料金 

庄内体育館 １人１回 ５００円

千里体育館 
 

 

備考 市外居住者が使用するときは，当該使用料金の１０割を加算する。  

別表第２ 別表第２ 

二ノ切温水プール会議室使用料金表 二ノ切温水プール会議室使用料金表 

使用料 

（１日につき） 

超過使用料 

（１時間以内につき） 

８，０００円 ８００円 
 

使用料 

（１日につき） 

超過使用料 

（１時間以内につき） 

１２，０００円 １，２００円 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

別表第３ 別表第３ 

野球場使用料金表 野球場使用料金表 

区分 使用料 

単位 料金 

野球場 １回（２時間以内） （省 略） 

大門公園 ２，０００円

千里北町公園 

区分 使用料 

単位 料金 

野球場 １回（２時間以内） （省 略） 

大門公園 ３，０００円

千里北町公園 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

少年野球場 １回（２時間以内） ２，０００円

（省 略） 
 

少年野球場 １回（２時間以内） ３，０００円

（省 略） 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

別表第４ 別表第４ 

庭球場使用料金表 庭球場使用料金表 

区分 使用料 

単位 料金 

（省 略） 

庭球場休憩所会議

室 

１回（１時間以

内） 

１００円

 

区分 使用料 

単位 料金 

（省 略） 

庭球場休憩所会議

室 

１回（１時間以

内） 

１５０円

 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

別表第５ 別表第５ 

武道館ひびき使用料金表 武道館ひびき使用料金表 

区分 使用料 

（１日につき） 

超過使用料 

（１時間以内につき） 

専用使

用 

小 体 育

室 

円

７，５００

円

７５０

第 １ 競

技場 

１８，０００ １，８００

第 ２ 競

技場 

１８，０００ １，８００

弓 道 場 ９，０００ ９００

多 目 的 ３，０００ ３００

区分 使用料 

（１日につき） 

超過使用料 

（１時間以内につき） 

専用使

用 

小 体 育

室 

円

１１，２５０

円

１，１２０

第 １ 競

技場 

２７，０００ ２，７００

第 ２ 競

技場 

２７，０００ ２，７００

弓 道 場 １３，５００ １，３５０

多 目 的 ４，５００ ４５０
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

室 

大 会 議

室 

６，０００ ６００

（省 略） 

（省 略） 
 

室 

大 会 議

室 

９，０００ ９００

（省 略） 

（省 略） 
 

 備考 （省 略）  備考 （省 略） 

（公民館条例の一部改正） 

第５条 公民館条例（昭和３３年豊中市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第２ 別表第２ 

１ 中央公民館 １ 中央公民館 

施設の名称 定員 施設使用料（１日につき）

集会場 １８０人 ６，２００円

和室 ３０ ２，９００ 

料理室 ３０ ３，０００ 

講習室 ３０ ２，３００ 

会議室 ２５ １，３００ 

講座室 ５０ ２，６００ 

視聴覚室 ６５ ３，０００ 

美術室 ４０ １，９００ 

多目的ホール １４０ ５，７００ 

施設の名称 定員 施設使用料（１日につき）

集会場 １８０人 ９，３００円

和室 ３０ ４，３５０ 

料理室 ３０ ４，５００ 

講習室 ３０ ３，４５０ 

会議室 ２５ １，９５０ 

講座室 ５０ ３，９００ 

視聴覚室 ６５ ４，５００ 

美術室 ４０ ２，８５０ 

多目的ホール １４０ ８，５５０ 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１学習室 ５０ ２，５００ 

第２学習室 ２０ １，０００ 

第３学習室 ２０ １，０００ 
 

第１学習室 ５０ ３，７５０ 

第２学習室 ２０ １，５００ 

第３学習室 ２０ １，５００ 
 

２ 螢池公民館 ２ 螢池公民館 

施設の名称 定員 施設使用料（１日につき）

第１集会場 １２０人 ４，５００円

第２集会場 １２０ ４，５００ 

和室 ２５ １，５００ 

料理室 ２４ ２，０００ 

会議室 １８ １，０００ 

第１講座室 ４８ ２，１００ 

第２講座室 １８ １，８００ 

視聴覚室 ２０ １，８００ 

美術室 ２４ ２，３００ 

練習室 ２６ １，８００ 
 

施設の名称 定員 施設使用料（１日につき）

第１集会場 １２０人 ６，７５０円

第２集会場 １２０ ６，７５０ 

和室 ２５ ２，２５０ 

料理室 ２４ ３，０００ 

会議室 １８ １，５００ 

第１講座室 ４８ ３，１５０ 

第２講座室 １８ ２，７００ 

視聴覚室 ２０ ２，７００ 

美術室 ２４ ３，４５０ 

練習室 ２６ ２，７００ 
 

３ （省 略） ３ （省 略） 

４ 千里公民館 ４ 千里公民館 

施設の名称 定員 施設使用料（１日につき）

集会場 ２００人 ６，６００円

和室 ３０ ３，３００ 

料理室 ３０ ３，３００ 

第１会議室 ２０ １，６００ 

第２会議室 ２０ １，６００ 

施設の名称 定員 施設使用料（１日につき）

集会場 ２００人 ９，９００円

和室 ３０ ４，９５０ 

料理室 ３０ ４，９５０ 

第１会議室 ２０ ２，４００ 

第２会議室 ２０ ２，４００ 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第３会議室 ２０ １，６００ 

第１講座室 １２０ ５，８００ 

第２講座室 ４０ ２，６００ 

第３講座室 ４０ ２，６００ 

第４講座室 ４０ ２，６００ 

視聴覚室 ４０ ２，６００ 

美術室 ４０ ２，６００ 

制作室 ３０ ２，６００ 
 

第３会議室 ２０ ２，４００ 

第１講座室 １２０ ８，７００ 

第２講座室 ４０ ３，９００ 

第３講座室 ４０ ３，９００ 

第４講座室 ４０ ３，９００ 

視聴覚室 ４０ ３，９００ 

美術室 ４０ ３，９００ 

制作室 ３０ ３，９００ 
 

（豊中市立コミュニティプラザ条例の一部改正） 

第６条 豊中市立コミュニティプラザ条例（平成７年豊中市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表第２ 別表第２ 

１ 中豊島コミュニティプラザ １ 中豊島コミュニティプラザ 

施設 使用料（１日につき） 

会議室 ２，３００円
 

施設 使用料（１日につき） 

会議室 ３，４５０円
 

２ 大池コミュニティプラザ ２ 大池コミュニティプラザ 

施設 使用料（１日につき） 

会議室 １，６００円

講習室 ２，０００円
 

施設 使用料（１日につき） 

会議室 ２，４００円

講習室 ３，０００円
 

   附 則 

１ この条例は，令和５年７月１日から施行する。ただし，第４条中豊中市体育施設条例別表第１の２の表を削り，別表第１の１の表を別表第１とする改正規定
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並びに次項及び附則第３項の規定は，公布の日から施行する。 

２ 第３条の規定による改正後の豊中市立人権平和センター条例別表，第４条の規定による改正後の豊中市体育施設条例（以下「新体育施設条例」という。）別

表第１，別表第２及び別表第５並びに第５条の規定による改正後の公民館条例別表第２の規定は，令和５年４月１日以後に徴収する同年７月１日以後の使用に

係る使用料について適用する。 

３ 新体育施設条例別表第３及び別表第４並びに第６条の規定による改正後の豊中市立コミュニティプラザ条例別表第２の規定は，令和５年６月１日以後に徴収

する同年７月１日以後の使用に係る使用料について適用する。 
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市 議 案 第 ２ ９ 号  
と よ な か 国 際 交 流 セ ン タ ー 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条 例 の 設 定 に つ い て  
 と よ な か 国 際 交 流 セ ン タ ー 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の

よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ス ペ ー ス の 使 用 料 の 限 度 額 の 設 定 そ の 他

所 要 の 規 定 を 整 備 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

とよなか国際交流センター条例の一部を改正する条例 

とよなか国際交流センター条例（平成５年豊中市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

附 則 

１ （省 略） 

附 則 

１ （省 略） 

２ とよなか男女共同参画推進センター条例（平成１２年豊中市条例第１９

号）第１条の目的のために料理室，音楽・健康づくりルーム，プレイルーム

１，プレイルーム２Ａ又はプレイルーム２Ｂの施設を提供する場合（第１条

の目的のためにこれらの施設を提供する場合を除く。）における第３条第２

項の規定の適用については，これらの施設の提供を同条第１項の事業とみな

す。この場合におけるこれらの施設の使用料については，第８条第１項の規

定にかかわらず，別表に掲げる額の範囲内で市規則で定める額とする。 

２ とよなか男女共同参画推進センター条例（平成１２年豊中市条例第１９

号）第１条の目的のために料理室，音楽・健康づくりルーム，プレイルーム

１，プレイルーム２Ａ，プレイルーム２Ｂ又はコミュニケーションスペース

の施設を提供する場合（第１条の目的のためにこれらの施設を提供する場合

を除く。）における第３条第２項の規定の適用については，これらの施設の

提供を同条第１項の事業とみなす。この場合におけるこれらの施設の使用料

については，第８条第１項の規定にかかわらず，別表に掲げる額の範囲内で

市規則で定める額とする。 

別表 別表 

施設名 使用料（１日につき） 

（省 略） 

プレイルーム２Ｂ （省 略） 

 

（省 略） 
 

施設名 使用料（１日につき） 

（省 略） 

プレイルーム２Ｂ （省 略） 

コミュニケーションスペース ３，８２０円

（省 略） 
 

附 則 

この条例は，令和５年７月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ３ ０ 号  
豊 中 市 旅 館 業 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

設 定 に つ い て  
 豊 中 市 旅 館 業 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に

設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出                

 
 
              豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 博 物 館 法 の 改 正 に よ る 引 用 条 項 の 移 動 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を

整 備 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

豊中市旅館業法施行条例（平成２３年豊中市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（法第３条第３項第３号の条例で定める施設） （法第３条第３項第３号の条例で定める施設） 

第６条 法第３条第３項第３号の条例で定める施設は，次に掲げる施設とす

る。 

第６条 法第３条第３項第３号の条例で定める施設は，次に掲げる施設とす

る。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博物

館及び同法第２９条の規定により指定された博物館に相当する施設 

(２) 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博物

館及び同法第３１条第２項に規定する指定施設 

(３)～(６) （省 略） (３)～(６) （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

   附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ３ １ 号  
廃 棄 物 の 減 量 及 び 適 正 処 理 等 に 関 す る 条 例 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 廃 棄 物 の 減 量 及 び 適 正 処 理 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 し 尿 の 処 理 手 数 料 の 取 扱 区 分 及 び 額 並 び に 粗 大 ご み 及 び 臨 時

に 一 般 家 庭 が 排 出 す る 一 般 廃 棄 物 の 処 理 手 数 料 の 額 を 改 正 す る

た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（平成５年豊中市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（一般廃棄物の処理手数料） （一般廃棄物の処理手数料） 

第２４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２８条第１項の規定に

よる一般廃棄物の処理手数料は，次のとおりとする。 

第２４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２８条第１項の規定に

よる一般廃棄物の処理手数料は，次のとおりとする。 

種別 取扱区分 単位 金額 

し尿 世帯割による

もの 

（省 略） 

臨時又は多量

に排出するも

の 

（省 略） 

 

（省 略） 
 

種別 取扱区分 単位 金額 

し尿 一般家庭から

排出するもの 

（省 略） 

事業所から排

出するもの 

（省 略） 

仮設トイレか

ら排出するも

の及び臨時の

処理に係るも

の 

１００リットルま

で 

１４，４５０円

１００リットルを

超える部分につき

１００リットルま

でごとに 

５，１００円

（省 略） 
 

備考 備考 

１ し尿処理手数料の世帯割によるもののうち，特殊な便槽を使用する場

合その他市規則で定める場合に該当するものについては，当該料金の５

１ し尿処理手数料の一般家庭から排出するもののうち，特殊な便槽を使

用する場合その他市規則で定める場合に該当するものについては，当該
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

割を加算する。 料金の５割を加算する。 

 ２ 仮設トイレとは，工事，催物等のために一時的に設置された便所をい

う。 

２～６ （省 略） ３～７ （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

第２条 廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（一般廃棄物の処理手数料） （一般廃棄物の処理手数料） 

第２４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２８条第１項の規定に

よる一般廃棄物の処理手数料は，次のとおりとする。 

第２４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２８条第１項の規定に

よる一般廃棄物の処理手数料は，次のとおりとする。 

種別 取扱区分 単位 金額 

（省 略） 

粗大ごみ 定日に排出す

るものの収集，

運搬及び処分 

１点 １，８００円以内で

品目ごとに市規則

で定める額 

臨時に排出す

るものの収集，

運搬及び処分 

２，７００円以内で

品目ごとに市規則

で定める額 

上記以外の一般廃棄物 臨時に一般家

庭から排出す

るものの収集，

１０キログラムま

でごとに 

１７０円

種別 取扱区分 単位 金額 

（省 略） 

粗大ごみ 定日に排出す

るものの収集，

運搬及び処分 

１点 ２，７００円以内で

品目ごとに市規則

で定める額 

臨時に排出す

るものの収集，

運搬及び処分 

４，０５０円以内で

品目ごとに市規則

で定める額 

上記以外の一般廃棄物 臨時に一般家

庭から排出す

るものの収集，

１０キログラムま

でごとに 

２５０円
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 運搬及び処分  
 

 運搬及び処分  
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和５年７月１日から施行する。ただし，第２条及び附則第３項の規定は，令和５年１０月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例第２４条第１項の規定は，この条例の施行の日以後に徴収すべき手数料から適用し，

同日前までに徴収すべき手数料については，なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例第２４条第１項の規定は，附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後に徴収

すべき手数料から適用し，同日前までに徴収すべき手数料については，なお従前の例による。 
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市 議 案 第 ３ ２ 号  
豊 中 市 国 民 健 康 保 険 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

設 定 に つ い て  
 豊 中 市 国 民 健 康 保 険 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に

設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出          
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

国 民 健 康 保 険 法 施 行 令 等 の 改 正 に 伴 い ， 出 産 育 児 一 時 金 の 額

及 び 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 賦 課 限 度 額 の 引 上 げ 並 び に 低 所 得 者 の

保 険 料 軽 減 措 置 の 基 準 を 改 正 す る と と も に ， 大 阪 府 国 民 健 康 保

険 運 営 方 針 に 基 づ き ， 国 民 健 康 保 険 料 率 及 び 減 免 に 関 す る 規 定

そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  

94



豊中市条例第  号 

   豊中市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

第１条 豊中市国民健康保険条例（昭和３５年豊中市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第４条 被保険者が出産したときは，当該被保険者の属する世帯の世帯主に対

し，出産育児一時金として４０８，０００円を支給する。ただし，健康保険

法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３６条ただし書に規定する出産で

あると市長が認めるときは，これに１２，０００円を加算するものとする。 

第４条 被保険者が出産したときは，当該被保険者の属する世帯の世帯主に対

し，出産育児一時金として４８８，０００円を支給する。ただし，健康保険

法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３６条ただし書に規定する出産で

あると市長が認めるときは，これに１２，０００円を加算するものとする。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１１条の５の１０ 第１１条の５の３又は第１１条の５の６の後期高齢者

支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合

には，第１１条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額と第１１条の５の６の

後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第１５条及び第１６条におい

て同じ。）が２００，０００円を超えるときは，２００，０００円とする。 

第１１条の５の１０ 第１１条の５の３又は第１１条の５の６の後期高齢者

支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合

には，第１１条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額と第１１条の５の６の

後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第１５条及び第１６条におい

て同じ。）が２２０，０００円を超えるときは，２２０，０００円とする。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は，第９条又は第１１条の２の基礎賦課額から，それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５０，０００

円を超える場合には，６５０，０００円）とする。 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は，第９条又は第１１条の２の基礎賦課額から，それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５０，０００

円を超える場合には，６５０，０００円）とする。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 合計金額が地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（納付 (２) 合計金額が地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（納付
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義務者等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては，同号に定め

る金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗

じて得た金額を加えた金額）に当該年度の保険料賦課期日現在において，

当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に２

８５，０００円を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者については，アに掲げ

る額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げ

る額とを合算した額 

ア・イ （省 略） 

義務者等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては，同号に定め

る金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗

じて得た金額を加えた金額）に当該年度の保険料賦課期日現在において，

当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に２

９０，０００円を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者については，アに掲げ

る額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げ

る額とを合算した額 

ア・イ （省 略） 

(３) 合計金額が地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（納付

義務者等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては，同号に定め

る金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗

じて得た金額を加えた金額）に当該年度の保険料賦課期日現在において，

当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に５

２０，０００円を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者については，アに掲

げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲

げる額とを合算した額 

  ア・イ （省 略） 

(３) 合計金額が地方税法第３１４条の２第２項第１号に定める金額（納付

義務者等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては，同号に定め

る金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１００，０００円を乗

じて得た金額を加えた金額）に当該年度の保険料賦課期日現在において，

当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に５

３５，０００円を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者については，アに掲

げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲

げる額とを合算した額 

  ア・イ （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と，「第９条又は第１１条の２」とあるのは「第１１条の５の３又

は第１１条の５の６」と，「６５０，０００円」とあるのは「２００，００

３ 前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と，「第９条又は第１１条の２」とあるのは「第１１条の５の３又

は第１１条の５の６」と，「６５０，０００円」とあるのは「２２０，００
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０円」と，前項中「第１１条第２項」とあるのは「第１１条の５の５第２項

において準用する第１１条第２項」と読み替えるものとする。 

０円」と，前項中「第１１条第２項」とあるのは「第１１条の５の５第２項

において準用する第１１条第２項」と読み替えるものとする。 

４ （省 略） ４ （省 略） 

第２条 豊中市国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第８条 保険料の賦課額のうち退職被保険者等（法附則第７条第１項に規定す

る退職被保険者等をいう。以下同じ。）以外の被保険者（以下「一般被保険

者」という。）に係る基礎賦課額（第１６条及び第１６条の３の規定により

基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては，その減額することになる

額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」という。）は，第１号に掲げる

額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定

した額とする。 

第８条 保険料の賦課額のうち退職被保険者等（法附則第７条第１項に規定す

る退職被保険者等をいう。以下同じ。）以外の被保険者（以下「一般被保険

者」という。）に係る基礎賦課額（第１６条及び第１６条の３の規定により

基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては，その減額することになる

額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」という。）は，第１号に掲げる

額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定

した額とする。 

 (１) （省 略）  (１) （省 略） 

 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額  (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア・イ （省 略） ア・イ （省 略） 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金（エにおい

て「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の

療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み替えられ

た法第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以下

同じ。）に係るものを除く。）の額 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金（エにおい

て「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の

療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み替えられ

た法第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以下

同じ。）に係るものを除く。）の額のうち，次に掲げる額の合算額を除

いた額 

(ア) 国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令（昭和３４年政
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

令第４１号。以下「算定政令」という。）第６条第６項第１号に掲げ

る額（国民健康保険の調整交付金等の交付額の算定に関する省令（昭

和３８年厚生省令第１０号）第６条第１号ハからヌまで及びヲ（大阪

府知事が定めたものに限る。）並びに同令附則第７条第２号又は第３

号に掲げる額の合計額を除く。） 

(イ) 算定政令第６条第６項第２号に掲げる額 

(ウ) 算定政令第６条第６項第３号に掲げる額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に

要する費用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により

読み替えられた法第７２条の３第１項及び第７２条の３の２第１項の

規定による繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）を除く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に

要する費用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により

読み替えられた法第７２条の３第１項及び第７２条の３の２第１項の

規定による繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）の額並びに算定政

令第６条第６項第１号（国民健康保険の調整交付金等の交付額の算定に

関する省令第６条第１号ハからヌまで及びヲ（大阪府知事が定めたもの

に限る。）並びに同令附則第７条第２号及び第３号に掲げる額の合計額

を除く。），第２号及び第３号に掲げる額を除く。）の額 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） 

第１１条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は，次の各号に定める基

準により算出する。 

第１１条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は，次のとおりとする。 

(１) 所得割 一般被保険者に係る基礎賦課総額の１００分の５０に相当

する額を基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７

第２項第４号ただし書に規定する場合にあっては，国民健康保険法施行規

則第３２条の９に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総

額で除して得た数 

(１) 所得割 法第８２条の３第１項及び第３項の規定により府が算定し，

及び通知する市町村標準保険料率（以下「市町村標準保険料率」という。）

のうち，基礎賦課額の保険料率における所得割の率 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(２) 被保険者均等割 一般被保険者に係る基礎賦課総額の１００分の３

５に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者の数で除して得

た額 

(２) 被保険者均等割 市町村標準保険料率のうち，基礎賦課額の保険料率

における被保険者均等割の額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ，それぞれア

からウまでに定めるところにより算定した額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ，それぞれア

からウまでに定める額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 一般被保険者に係る基礎賦課総

額の１００分の１５に相当する額を当該年度の初日における一般被保

険者が属する世帯の数から特定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当

したことにより被保険者の資格を喪失した者であって，当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であって同日の属す

る月（以下「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」

という。）の数に２分の１を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一

の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を

経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるも

の（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」

という。）の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除し

て得た額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 市町村標準保険料率のうち，基礎

賦課額の保険料率における世帯別平等割の額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて

得た額 

イ 特定世帯（特定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことによ

り被保険者の資格を喪失した者であって，当該資格を喪失した日の前日

以後継続して同一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）と同一の世帯

に属する一般被保険者が属する世帯であって特定月（同日の属する月を

いう。以下同じ。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世

99



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。以下同じ。） アに

定める額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗

じて得た額 

ウ 特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険

者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。）をいう。以下同じ。） アに定める額に４分の

３を乗じて得た額 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定） （退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定） 

第１１条の４ 第１１条の２の被保険者均等割額は，第１１条の規定により算

定した額と同額とする。 

第１１条の４ 第１１条の２の被保険者均等割額は，第１１条第１項第２号に

掲げる額と同額とする。 

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定） （退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定） 

第１１条の４の２ 第１１条の２の世帯別平等割額は，次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

第１１条の４の２ 第１１条の２の世帯別平等割額は，次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１１条第１項第３号ア

に定めるところにより算定した額 

(１) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１１条第１項第３号ア

に定める額 

(２) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する法附則第６条第１項の規

定による退職被保険者（以下「退職被保険者」という。）の属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。） 第１１条第１項第３号イに定めるとこ

ろにより算定した額 

(２) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する法附則第６条第１項の規

定による退職被保険者（以下「退職被保険者」という。）の属する世帯で

あって特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。） 第１１条第１項第３号イに定める額 

(３) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世

帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経

(３) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者の属する世

帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。） 第１１条第１項第３号ウに定めるところにより算定した額 

過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。） 第１１条第１項第３号ウに定める額 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第１１条の５ 第９条又は第１１条の２の基礎賦課額（一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合には，第９条の基礎賦課額と第１１条の

２の基礎賦課額との合算額をいう。第１５条及び第１６条において同じ。）

が６５０，０００円を超えるときは，６５０，０００円とする。 

第１１条の５ 第９条又は第１１条の２の基礎賦課額（一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合には，第９条の基礎賦課額と第１１条の

２の基礎賦課額との合算額をいう。第１５条及び第１６条において同じ。）

は，各年度において法第８２条の３第３項の規定による通知が行われた日に

おいて施行されていた国民健康保険法施行令第２９条の７第２項第９号又

は同令附則第４条第２項第６号に掲げる額を超えることができない。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第１１条の５の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は，次の各号に定める基準により算出する。 

第１１条の５の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は，次のとおりとする。 

(１) 所得割 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の１００

分の５０に相当する額を基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行

令第２９条の７第３項第４号ただし書に規定する場合にあっては，同号た

だし書の厚生労働省令で定める方法により補正された後の金額とする。）

の総額で除して得た数 

(１) 所得割 市町村標準保険料率のうち，後期高齢者支援金等賦課額の保

険料率における所得割の率 

(２) 被保険者均等割 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額

の１００分の３５に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者

の数で除して得た額 

(２) 被保険者均等割 市町村標準保険料率のうち，後期高齢者支援金等賦

課額の保険料率における被保険者均等割の額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ，それぞれア

からウまでに定めるところにより算定した額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ，それぞれア

からウまでに定める額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 一般被保険者に係る後期高齢者 ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 市町村標準保険料率のうち，後期
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

支援金等賦課総額の１００分の１５に相当する額を当該年度の初日に

おける一般被保険者が属する世帯の数から特定世帯の数に２分の１を

乗じて得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の合計数

を控除した数で除して得た額 

高齢者支援金等賦課額の保険料率における世帯別平等割の額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて

得た額 

イ 特定世帯 アに定める額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗

じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定める額に４分の３を乗じて得た額 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額の算

定） 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額の算

定） 

第１１条の５の８ 第１１条の５の６の被保険者均等割額は，第１１条の５の

５の規定により算定した額と同額とする。 

第１１条の５の８ 第１１条の５の６の被保険者均等割額は，第１１条の５の

５第１項第２号に掲げる額と同額とする。 

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割額の算定） （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割額の算定） 

第１１条の５の９ 第１１条の５の６の世帯別平等割額は，次の各号に掲げる

世帯の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

第１１条の５の９ 第１１条の５の６の世帯別平等割額は，次の各号に掲げる

世帯の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１１条の５の５第１項

第３号アに定めるところにより算定した額 

(１) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世帯 第１１条の５の５第１項

第３号アに定める額 

(２) 第１１条の４の２第２号に掲げる世帯 第１１条の５の５第１項第

３号イに定めるところにより算定した額 

(２) 第１１条の４の２第２号に掲げる世帯 第１１条の５の５第１項第

３号イに定める額 

(３) 第１１条の４の２第３号に掲げる世帯 第１１条の５の５第１項第

３号ウに定めるところにより算定した額 

(３) 第１１条の４の２第３号に掲げる世帯 第１１条の５の５第１項第

３号ウに定める額 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１１条の５の１０ 第１１条の５の３又は第１１条の５の６の後期高齢者

支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合

には，第１１条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額と第１１条の５の６の

後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第１５条及び第１６条におい

て同じ。）が２２０，０００円を超えるときは，２２０，０００円とする。 

第１１条の５の１０ 第１１条の５の３又は第１１条の５の６の後期高齢者

支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合

には，第１１条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額と第１１条の５の６の

後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第１５条及び第１６条におい

て同じ。）は，各年度において法第８２条の３第３項の規定による通知が行

われた日において施行されていた国民健康保険法施行令第２９条の７第３

項第８号又は同令附則第４条第３項第６号に掲げる額を超えることができ

ない。 

（介護納付金賦課額の保険料率） （介護納付金賦課額の保険料率） 

第１１条の９ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率

は，次の各号に定める基準により算出する。 

第１１条の９ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率

は，次のとおりとする。 

(１) 所得割 介護納付金賦課総額の１００分の５０に相当する額を基礎

控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第４項第４号

ただし書に規定する場合にあっては，国民健康保険法施行規則第３２条の

１０に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して

得た数 

(１) 所得割 市町村標準保険料率のうち，介護納付金賦課額の保険料率に

おける所得割の率 

(２) 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の１００分の５０に相当する

額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者の数で除して得た

額 

(２) 被保険者均等割 市町村標準保険料率のうち，介護納付金賦課額の保

険料率における被保険者均等割の額 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（介護納付金賦課限度額） （介護納付金賦課限度額） 

第１１条の１０ 第１１条の７の賦課額が，１７０，０００円を超えるときは，

１７０，０００円とする。 

第１１条の１０ 第１１条の７の賦課額は，各年度において法第８２条の３第

３項の規定による通知が行われた日において施行されていた国民健康保険

法施行令第２９条の７第４項第８号に掲げる額を超えることができない。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は，第９条又は第１１条の２の基礎賦課額から，それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５０，０００

円を超える場合には，６５０，０００円）とする。 

第１６条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は，第９条又は第１１条の２の基礎賦課額から，それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第１１条の５に

規定する基礎賦課限度額を超える場合には，当該基礎賦課限度額）とする。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略）  

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と，「第９条又は第１１条の２」とあるのは「第１１条の５の３又

は第１１条の５の６」と，「６５０，０００円」とあるのは「２２０，００

０円」と，前項中「第１１条第２項」とあるのは「第１１条の５の５第２項

において準用する第１１条第２項」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と，「第９条又は第１１条の２」とあるのは「第１１条の５の３又

は第１１条の５の６」と，「第１１条の５に規定する基礎賦課限度額」とあ

るのは「第１１条の５の１０に規定する後期高齢者支援金等賦課限度額」と，

「当該基礎賦課限度額」とあるのは「当該後期高齢者支援金等賦課限度額」

と，前項中「第１１条第２項」とあるのは「第１１条の５の５第２項におい

て準用する第１１条第２項」と読み替えるものとする。 

４ 第１項第１号（イを除く。），第２号（イを除く。）及び第３号（イを除

く。）並びに第２項の規定は，介護納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と，「第９条又は第１１条の２」とあるのは「第１１条の７」と，「６５０，

０００円」とあるのは「１７０，０００円」と，第２項中「第１１条第２項」

とあるのは「第１１条の９第２項において準用する第１１条第２項」と読み

替えるものとする。 

４ 第１項第１号（イを除く。），第２号（イを除く。）及び第３号（イを除

く。）並びに第２項の規定は，介護納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において，第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と，「第９条又は第１１条の２」とあるのは「第１１条の７」と，「第１１

条の５に規定する基礎賦課限度額」とあるのは「第１１条の１０に規定する

介護納付金賦課限度額」と，「当該基礎賦課限度額」とあるのは「当該介護

納付金賦課限度額」と，第２項中「第１１条第２項」とあるのは「第１１条

の９第２項において準用する第１１条第２項」と読み替えるものとする。 

（保険料の減免） （保険料の減免） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２３条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者のうち，必要と認めるも

のについては，その者の申請により，保険料を減免することができる。 

第２３条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者のうち，必要と認めるも

のについては，その者の申請により，保険料を減免することができる。 

(１) 災害等により生活が著しく困難となった者 (１) 災害により居住する住宅について著しい損害を受けた者 

(２) 貧困により生活のため公私の扶助を受けている者  (２) 所得が著しく減少した者（市規則で定める者を除く。） 

(３)・(４) （省 略） (３)・(４) （省 略） 

２ 前項の規定によって保険料の減免を受けようとする者は，納期限前７日ま

でに，市規則で定める申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添え

て，市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定によって保険料の減免を受けようとする者は，納期限までに，

市規則で定める申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添えて，市

長に提出しなければならない。ただし，市長がやむを得ない理由があると認

めるときは，この限りでない。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第２条及び附則第４項の規定は，令和６年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の豊中市国民健康保険条例（以下「改正後の条例」という。）第４条の規定は，この条例の施行の日以後の出産に係る出産育児一

時金について適用し，同日前の出産に係る出産育児一時金については，なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第１１条の５の１０及び第１６条の規定は，令和５年度以後の年度分の保険料について適用し，令和４年度分までの保険料については，なお従

前の例による。 

４ 第２条の規定による改正後の豊中市国民健康保険条例の規定は，令和６年度以後の年度分の保険料について適用し，令和５年度分までの保険料については，

なお従前の例による。 
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市 議 案 第 ３ ３ 号  
令 和 ５ 年 度 分 の 国 民 健 康 保 険 料 の 料 率 の 特 例 に 関

す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 令 和 ５ 年 度 分 の 国 民 健 康 保 険 料 の 料 率 の 特 例 に 関 す る 条 例 を

次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出          
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 令 和 ５ 年 度 分 の 国 民 健 康 保 険 料 の 基 礎 賦 課 額 ， 後 期 高 齢 者 支

援 金 等 賦 課 額 及 び 介 護 納 付 金 賦 課 額 の 料 率 の 特 例 を 定 め る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊 中 市条 例 第   号  

令 和 ５ 年 度 分 の 国 民 健 康 保 険 料 の 料 率 の 特 例 に 関

す る 条例  

豊 中 市 国 民 健 康 保 険 条 例 （ 昭 和 ３ ５ 年 豊 中 市 条 例 第 ２ 号 ） 第

１ １ 条 第 １ 項 ， 第 １ １ 条 の ５ の ５ 第 １ 項 及 び 第 １ １ 条 の ９ 第 １

項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 令 和 ５ 年 度 分 の 国 民 健 康 保 険 料 の 料 率

は ， 次の と お り と す る 。  
(１ ) 基 礎 賦 課 額 の 保 険料 率  

所 得 割  １ ０ ０ 分 の ９ ．０ ７  

被 保 険者 均 等 割  ３ ２ ，９ ５ ５ 円  

世 帯 別平 等 割    

特 定 世帯 又 は 特 定 継 続 世帯 以 外 の 世 帯        

３ ２ ，２ ８ ６ 円  

特 定 世帯  １ ６ ， １ ４ ３円  

特 定 継続 世 帯  ２ ４ ， ２１ ５ 円  

(２ ) 後 期 高 齢 者 支 援 金等 賦 課 額 の 保 険 料率  

所 得 割  １ ０ ０ 分 の ２ ． ８ ９  

被 保 険者 均 等 割  １ ０ ，３ ９ ４ 円  

世 帯 別平 等 割  

特 定 世帯 又 は 特 定 継 続 世帯 以 外 の 世 帯        

１ ０ ，０ ２ ２ 円  

特 定 世帯  ５ ， ０ １ １ 円  

特 定 継続 世 帯  ７ ， ５ １７ 円  

(３ ) 介 護 納 付 金 賦 課 額の 保 険 料 率  

所 得 割  １ ０ ０ 分 の ２ ．５ ４  

被 保 険者 均 等 割  １ ８ ，８ ９ ７ 円  

附  則  

こ の 条例 は ， 令 和 ５ 年 ４月 １ 日 か ら 施 行 する 。  
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市 議 案 第 ３ ４ 号  
豊 中 市 道 路 占 用 料 条 例 及 び 豊 中 市 法 定 外 公 共 物 管

理 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 道 路 占 用 料 条 例 及 び 豊 中 市 法 定 外 公 共 物 管 理 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

自 動 運 行 補 助 施 設 及 び 歩 行 者 利 便 増 進 施 設 等 に 係 る 占 用 料

の 額 を 定 め る と と も に ， そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提

案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市道路占用料条例及び豊中市法定外公共物管理条例の一部を改正する条例 

（豊中市道路占用料条例の一部改正） 

第１条 豊中市道路占用料条例（昭和２９年豊中市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（占用料の額） （占用料の額） 

第３条 占用料の額は，別表の通りとする。但し，次の各号の一に該当する場

合の占用料については，当該各号の定めるところによる。 

第３条 占用料の額は，別表のとおりとする。ただし，次の各号のいずれかに

該当する場合の占用料については，当該各号に定めるところによる。 

 (１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 広告物のための占用であって，広告物として利用できる面積が，道路

の占用面積より広いときの占用料は，広告物として利用できる面積によ

る。 

(２) 広告塔，看板（アーチであるものを除く。以下同じ。）又は幕（道路

法施行令（昭和２７年政令第４７９号。以下「法施行令」という。）第７

条第４号に掲げる工事用施設であるものを除く。以下同じ。）のための占

用であって，これらの表示部分の面積が，道路の占用面積より広いときの

占用料は，当該表示部分の面積による。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（占用料徴収時期） （占用料徴収時期） 

第４条 占用料の徴収時期は，次の各号による。 第４条 占用料の徴収時期は，次の各号による。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 占用期間１年以上のものは，初年度分は，前号の例により，次年度以

降の分については，当該会計年度分をその年度の初めに徴収する。 

(２) 占用期間１年以上のものは，初年度分は，前号の例により，次年度以

降の分については，当該会計年度分を市規則で定める期日までに徴収す

る。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

別表 別表 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

道 路 占 用 料 金 表 道 路 占 用 料 金 表 

占用物件 単位 期間 占用料 

法第３２条第

１項第１号に

掲げる工作物

  

（省 略） 

郵便差出箱及び信書便差出

箱 

（省 略） 

広告塔 １平方メート

ル 

１年 １１，００

０円

（省 略） 

 
（省 略） 

法第３２条第

１項第３号に

掲げる施設 

自 動 運

行 補 助

施設 

自動運行

装置によ

る検知の

対象とし

て設置す

る導線そ

の他の線

類 

地下に設

けるもの 

１メートル １年 １７円

その他の

もの 

１メートル １年 ５８円

道路の構造又は交

通の状況を表示す

る標示柱その他の

柱類 

１本 １年 ４，６００

円

その他の

もの 

上空に設

けるもの 

１平方メート

ル 

１年 ２，９００

円

  地下に設１平方メート１年 １，７００

占用物件 単位 期間 占用料 

法第３２条第

１項第１号に

掲げる工作物 

（省 略） 

郵便差出箱及び信書便差出

箱 

（省 略） 

 

（省 略） 

（省 略） 

法第３２条第

１項第３号に

掲げる施設 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

鉄道，軌道その他これらに

類する施設 

（省 略） 

（省 略） 

道路法施行令

（昭和２７年

政令第４７９

号。以下「法施

行令」という。）

第７条第１号

に掲げる物件

広告物 （省 略） 

標柱及び標識類 （省 略） 

その他のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１平方メート

ル 

 

 

１月 

 

 

１，１００

円

 

 
（省 略） 

 けるもの ル 円

その他のもの （省 略） 

（省 略） 

法施行令第７

条第１号に掲

げる物件 

看板 （省 略） 

標識 （省 略） 

旗ざお 祭礼，縁日等

に際し，一時

的に設けるも

の 

１本 １日 １１０円

その他のもの １本 １月 １，１００

円

幕 祭礼，縁日等

に際し，一時

的に設けるも

の 

１平方メート

ル 

１日 １１０円

その他のもの １平方メート

ル 

１月 １，１００

円

アーチ 

 

 

 

車道を横断す

るもの 

１基 １月 １１，００

０円

その他のもの １基 １月 ５，４００

円

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

法施行令第７

条第６号に掲

げる仮設建築

物及び同条第

７号に掲げる

施設 

（省 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（省 略） 
 

法施行令第７

条第６号に掲

げる仮設建築

物及び同条第

７号に掲げる

施設 

（省 略） 

法施行令第７

条第８号に掲

げる施設 

食事施設，購

買 施 設 その

他 こ れ らに

類 す る 施 設

高架の道路の

路面下に設け

るもの 

１平方メート

ル 

１年 Ａに０．０

１１を乗じ

て得た額 

上空に設ける

もの 

１平方メート

ル 

１年 Ａに０．０

２３を乗じ

て得た額 

その他のもの １平方メート

ル 

１年 Ａに０．０

３３を乗じ

て得た額 

（省 略） 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

（豊中市法定外公共物管理条例の一部改正） 

第２条 豊中市法定外公共物管理条例（平成１６年豊中市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（占用料の徴収時期） （占用料の徴収時期） 

第８条 占用料の徴収時期は，次のとおりとする。 第８条 占用料の徴収時期は，次のとおりとする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 占用許可期間が１年以上のものは，初年度分については前号の例によ

り，次年度以降の分については当該会計年度分をその年度の初めに徴収す

る。 

(２) 占用許可期間が１年以上のものは，初年度分については前号の例によ

り，次年度以降の分については当該会計年度分を市規則で定める期日まで

に徴収する。 

別表 別表 

法定外公共物占用料金表 法定外公共物占用料金表 

占用物件 単位 期間 占用料 

電柱，電線，変

圧塔，郵便差出

箱，公衆電話

所，広告塔その

他これらに類

す る 工 作 物

（省 略） 

郵便差出箱及び信書便差出

箱 

（省 略） 

 

（省 略） 

（省 略） 

鉄道，軌道その他これらに類する施設 １平方メート

ル 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年 ３，０００

円

占用物件 単位 期間 占用料 

電柱，電線，変

圧塔，郵便差出

箱，公衆電話

所，広告塔その

他これらに類

す る 工 作 物 

（省 略） 

郵便差出箱及び信書便差出

箱 

（省 略） 

広告塔 １平方メート

ル 

１年 １１，００

０円

（省 略） 

（省 略） 

鉄道，軌道，自

動運行補助施

設その他これ

らに類する施

設 

自 動 運

行 補 助

施設 

 

自動運行

装置によ

る検知の

対象とし

て設置す

る導線そ

の他の線

類 

地下に設

けるもの 

１メートル １年 １７円

その他の

もの 

１メートル １年 

 

５８円
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（省 略） 

広告物，標柱，

標識その他こ

れらに類する

もの 

 

広告物 （省 略） 

標柱及び標識類 （省 略） 

その他のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１平方メート

ル 

１月 １，１００

円

道路の構造又は交

通の状況を表示す

る標示柱その他の 

柱類 

１本 １年 ４，６００

円

その他の

もの 

上空に設

けるもの 

１平方メート

ル 

１年 ２，９００

円

地下に設

けるもの 

１平方メート

ル 

１年 １，７００

円

その他のもの １平方メート

ル 

１年 ３，０００

円

（省 略） 

看板（アーチで

あるものを除

く 。 以 下 同

じ。），標識，

旗ざお，幕（道

路法施行令（昭

和２７年政令

第４７９号）第

７条第４号に

掲げる工事用

施設であるも

のを除く。以下

同じ。）及びア

ーチ 

看板 （省 略） 

標識 （省 略） 

旗ざお 祭礼，縁日等

に際し，一時

的に 設ける

もの 

１本 １日 １１０円

 その 他のも

の 

１本 １月 １，１００

円

幕 祭礼，縁日等

に際し，一時

的に 設ける

もの 

１平方メート

ル 

１日 １１０円
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

（省 略） 

仮設建築物 （省 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（省 略） 
 

  その 他のも

の 

１平方メート

ル 

１月 １，１００

円

アーチ 車道 を横断

するもの 

１基 １月 １１，００

０円

 その 他のも

の 

１基 １月 ５，４００

円

（省 略） 

仮設建築物 （省 略） 

食事施設，購買施設その他こ

れらに類する施設 

高架の道路の

路面下に設け

るもの 

１平方メート

ル 

１年 Ａに０．０

１ １ を 乗

じ て 得 た

額 

上空に設ける

もの 

１平方メート

ル 

１年 Ａに０．０

２ ３ を 乗

じ て 得 た

額 

その他のもの １平方メート

ル 

１年 Ａに０．０

３ ３ を 乗

じ て 得 た

額 

（省 略） 
 

備考 

１～３ （省 略） 

備考  

１～３ （省 略） 

４ 広告塔，看板又は幕のための占用であって，これらの表示部分の面積
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

が，法定外公共物の占用面積より広いときの占用料は，当該表示部分の

面積による。 

附 則 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の豊中市道路占用料条例第３条及び別表の規定は，この条例の施行の日以後に徴収すべき占用料から適用する。 

３ 第２条の規定による改正後の豊中市法定外公共物管理条例別表の規定は，この条例の施行の日以後に徴収すべき占用料から適用する。 
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市 議 案 第 ３ ５ 号  
豊 中 市 市 道 の 構 造 の 技 術 的 基 準 等 を 定 め る 条 例 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 市 道 の 構 造 の 技 術 的 基 準 等 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正

す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

道路法等の改正に伴い，交通安全施設に自動運行補助施設を追加す

るとともに，歩行者利便増進道路の構造の一般的技術的基準を定める

た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   豊中市市道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 豊中市市道の構造の技術的基準等を定める条例（平成２４年豊中市条例第８４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（交通安全施設） （交通安全施設） 

第３０条 交通事故の防止を図るため必要がある場合においては，横断歩道橋

等，柵，照明施設，視線誘導標，緊急連絡施設その他これらに類する施設で

令第３１条の国土交通省令で定めるものを設けるものとする。 

第３０条 交通事故の防止を図るため必要がある場合においては，横断歩道橋

等，自動運行補助施設，柵，照明施設，視線誘導標，緊急連絡施設その他こ

れらに類する施設で令第３１条の国土交通省令で定めるものを設けるもの

とする。 

 （歩行者利便増進道路） 

第４１条 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道又

は歩行者利便増進道路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道

路には，歩行者の滞留の用に供する部分を設けるものとする。 

２ 前項に規定する部分には，歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な設置

を誘導する必要があるときは，歩行者利便増進施設等を設置する場所を確保

するものとする。この場合において，必要があると認めるときは，当該場所

に街灯，ベンチその他の歩行者の利便の増進に資する工作物，物件又は施設

を設けるものとする。 

３ 歩行者利便増進道路（高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成１８年法律第９１号）第１０条第１項に規定する新設特定道路を

除く。）は，豊中市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を

定める条例（平成２４年豊中市条例第８５号）に適合する構造とするものと

する。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（道路標識の寸法） （道路標識の寸法） 

第４１条 （省 略） 第４２条 （省 略） 

（委任） （委任） 

第４２条 （省 略） 第４３条 （省 略） 

   附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ３ ６ 号  
豊 中 市 移 動 等 円 滑 化 の た め に 必 要 な 道 路 の 構 造 に

関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

設 定 に つ い て  
 豊 中 市 移 動 等 円 滑 化 の た め に 必 要 な 道 路 の 構 造 に 関 す る 基 準

を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の

と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律等の改正に

伴い，旅客特定車両停留施設の構造に関する基準を定めるとともに，

その他所要の規定を整備するため，提案するものである。  
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豊中市条例第  号 

   豊中市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 豊中市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第８５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 第１章 総則（第１条―第２条の２） 

第２章 歩道等（第３条―第９条） 第２章 歩道等及び自転車歩行者専用道路等（第３条―第９条） 

第３章～第５章 （省 略）  第３章～第５章 （省 略） 

 第６章 旅客特定車両停留施設（第２０条―第３０条） 

第６章 移動等円滑化のために必要なその他の施設等（第２０条―第２３

条） 

第７章 移動等円滑化のために必要なその他の施設等（第３１条―第３４

条） 

第７章 雑則（第２４条） 第８章 雑則（第３５条） 

附則 附則 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法第２条，道路交通法（昭和３５年

法律第１０５号）第２条（第４号及び第１３号に限る。）及び道路構造令（昭

和４５年政令第３２０号）第２条に定めるもののほか，次に定めるところに

よる。 

第２条 この条例における用語の意義は，法第２条，道路交通法（昭和３５年

法律第１０５号）第２条（第４号及び第１３号に限る。）及び道路構造令（昭

和４５年政令第３２０号）第２条に定めるもののほか，次に定めるところに

よる。 

(１) 有効幅員 歩道，自転車歩行者道，立体横断施設（横断歩道橋，地下

横断歩道その他の歩行者が道路等を横断するための立体的な施設をいう。

以下同じ。）に設ける傾斜路，通路若しくは階段，路面電車停留場の乗降

場又は自動車駐車場の通路の幅員から，縁石，手すり，路上施設若しくは

歩行者の安全かつ円滑な通行を妨げるおそれがある工作物，物件若しくは

(１) 有効幅員 歩道，自転車歩行者道，自転車歩行者専用道路，歩行者専

用道路，立体横断施設（横断歩道橋，地下横断歩道その他の歩行者が道路

等を横断するための立体的な施設をいう。以下同じ。）に設ける傾斜路，

通路若しくは階段，路面電車停留場の乗降場又は自動車駐車場若しくは旅

客特定車両停留施設の通路の幅員から，縁石，手すり，路上施設若しくは
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

施設を設置するために必要な幅員又は除雪のために必要な幅員を除いた

幅員をいう。 

歩行者の安全かつ円滑な通行を妨げるおそれがある工作物，物件若しくは

施設を設置するために必要な幅員，除雪のために必要な幅員又は道路構造

令第４１条第１項の歩行者の滞留の用に供する部分の幅員を除いた幅員

をいう。 

(２)・(３) （省 略） (２)・(３) （省 略） 

 （災害等の場合の適用除外） 

 第２条の２ 災害等のため一時使用する旅客特定車両停留施設の構造及び設

備については，この条例の規定によらないことができる。 

第２章 歩道等 第２章 歩道等及び自転車歩行者専用道路等 

（歩道） （歩道） 

第３条 道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）には，歩道を設けるも

のとする。 

第３条 道路（自転車歩行者道を設ける道路，自転車歩行者専用道路及び歩行

者専用道路を除く。）には，歩道を設けるものとする。 

（有効幅員） （有効幅員） 

第４条 歩道又は自転車歩行者道（以下「歩道等」という。）の有効幅員の基

準は，市規則で定める。 

第４条 歩道若しくは自転車歩行者道（以下「歩道等」という。）又は自転車

歩行者専用道路若しくは歩行者専用道路（以下「自転車歩行者専用道路等」

という。）の有効幅員の基準は，市規則で定める。 

（舗装） （舗装） 

第５条 歩道等の舗装は，雨水を地下に円滑に浸透させることができる構造と

するものとする。ただし，道路の構造，気象状況その他の特別の状況により

やむを得ない場合においては，この限りでない。 

第５条 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の舗装は，雨水を地下に円滑に浸

透させることができる構造とするものとする。ただし，道路の構造，気象状

況その他の特別の状況によりやむを得ない場合においては，この限りでな

い。 

２ 歩道等の舗装は，平たんで，滑りにくく，かつ，水はけの良い仕上げとす

るものとする。 

２ 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の舗装は，平たんで，滑りにくく，か

つ，水はけの良い仕上げとするものとする。 

122



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（勾配） （勾配） 

第６条 歩道等の縦断勾配の基準は，市規則で定める。 第６条 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の縦断勾配の基準は，市規則で定

める。 

２ 歩道等（車両乗入れ部を除く。）の横断勾配の基準は，市規則で定める。 ２ 歩道等（車両乗入れ部を除く。）又は自転車歩行者専用道路等の横断勾配

の基準は，市規則で定める。 

（横断歩道に接続する歩道等の部分） （横断歩道に接続する歩道等の部分） 

第９条 （省 略） 第９条 （省 略） 

２ 前項の段差に接続する歩道等の部分は，車いすを使用している者が円滑に

転回できる構造とするものとする。 

２ 前項の段差に接続する歩道等の部分は，車椅子を使用している者（以下「車

椅子使用者」という。）が円滑に転回できる構造とするものとする。 

 第６章 旅客特定車両停留施設 

（通路） 

第２０条 公共用通路（旅客特定車両停留施設に旅客特定車両（道路法施行規

則（昭和２７年建設省令第２５号）第１条第１号から第３号までに掲げる自

動車をいう。以下同じ。）が停留することができる時間内において常時一般

交通の用に供されている一般交通用施設であって，旅客特定車両停留施設の

外部にあるものをいう。以下同じ。）から旅客特定車両の乗降口に至る通路

のうち，乗降場ごとに１以上の通路の基準は，市規則で定める。 

２ 前項の１以上の通路（以下「移動等円滑化された通路」という。）におい

て床面に高低差がある場合は，エレベーター又は傾斜路を設けるものとす

る。ただし，構造上の理由によりやむを得ない場合においては，エスカレー

ター（構造上の理由によりエスカレーターを設置することが困難である場合

は，エスカレーター以外の昇降機であって車椅子使用者の円滑な利用に適し

た構造のもの）をもってこれに代えることができる。 

３ 旅客特定車両停留施設に隣接しており，かつ，旅客特定車両停留施設と一
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

体的に利用される他の施設のエレベーター（第２２条に規定する基準に適合

するものに限る。）又は傾斜路（第２３条に規定する基準に適合するものに

限る。）を利用することにより高齢者，障害者等が旅客特定車両停留施設に

旅客特定車両が停留することができる時間内において常時公共用通路と旅

客特定車両の乗降口との間の移動を円滑に行うことができる場合は，前項の

規定によらないことができる。管理上の理由により昇降機を設置することが

困難である場合も，また同様とする。 

４ 旅客特定車両停留施設の通路の基準は，市規則で定める。 

（出入口） 

第２１条 移動等円滑化された通路と公共用通路の出入口の基準は，市規則で

定める。 

（エレベーター） 

第２２条 移動等円滑化された通路に設けるエレベーターの基準は，市規則で

定める。 

（傾斜路） 

第２３条 移動等円滑化された通路に設ける傾斜路の基準は，市規則で定め

る。 

（エスカレーター） 

第２４条 移動等円滑化された通路に設けるエスカレーターには，当該エスカ

レーターの行き先及び昇降方向を音声により知らせる設備を設けるものと

する。 

２ 前項に定めるもののほか，移動等円滑化された通路に設けるエスカレータ

ーの基準は，市規則で定める。 

（階段）  
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２５条 移動等円滑化された通路に設ける階段の基準は，市規則で定める。 

（乗降場） 

第２６条 旅客特定車両停留施設の乗降場の基準は，市規則で定める。 

（運行情報提供設備） 

第２７条 旅客特定車両の運行に関する情報を文字等により表示するための

設備及び音声により提供するための設備を設けるものとする。ただし，電気

設備がない場合その他技術上の理由によりやむを得ない場合は，この限りで

ない。 

（便所） 

第２８条 旅客特定車両停留施設に便所を設ける場合における当該便所の基

準は，市規則で定める。 

（乗車券等販売所，待合所及び案内所） 

第２９条 乗車券等販売所，待合所及び案内所を設ける場合における当該乗車

券等販売所，待合所及び案内所の基準は，市規則で定める。 

２ 乗車券等販売所又は案内所（勤務する者を置かないものを除く。）には，

聴覚障害者が文字により意思疎通を図るための設備を設けるものとする。こ

の場合においては，当該設備を保有している旨を当該乗車券等販売所又は案

内所に表示するものとする。 

（券売機） 

第３０条 乗車券等販売所に券売機を設ける場合は，そのうち１以上は，高齢

者，障害者等の円滑な利用に適した構造とするものとする。ただし，乗車券

等の販売を行う者が常時対応する窓口が設置されている場合は，この限りで

ない。 

第６章  (省 略) 第７章  (省 略) 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（案内標識） （案内標識） 

第２０条 （省 略） 第３１条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 ３ 旅客特定車両停留施設のエレベーターその他の昇降機，傾斜路，便所，乗

車券等販売所，待合所，案内所若しくは休憩設備（次項において「移動等円

滑化のための主要な設備」という。）又は同項に規定する案内板その他の設

備の付近には，これらの設備があることを表示する案内標識を設けるものと

する。 

 ４ 公共用通路に直接通ずる出入口の付近には，移動等円滑化のための主要な

設備（第２０条第３項前段の規定により昇降機を設けない場合にあっては，

同項前段に規定する他の施設のエレベーターを含む。以下この条において同

じ。）の配置を表示した案内板その他の設備を設けるものとする。ただし，

移動等円滑化のための主要な設備の配置を容易に視認できる場合は，この限

りでない。 

 ５ 公共用通路に直接通ずる出入口の付近その他の適切な場所に，旅客特定車

両停留施設の構造及び主要な設備の配置を音，点字その他の方法により視覚

障害者に示すための設備を設けるものとする。 

（視覚障害者誘導用ブロック） （視覚障害者誘導用ブロック） 

第２１条 歩道等，立体横断施設の通路，乗合自動車停留所及び自動車駐車場

の通路には，視覚障害者の移動等円滑化のために必要であると認められる箇

所に，視覚障害者誘導用ブロックを敷設するものとする。 

第３２条 歩道等，自転車歩行者専用道路等，立体横断施設の通路，乗合自動

車停留所並びに自動車駐車場及び旅客特定車両停留施設の通路には，視覚障

害者の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に，視覚障害者誘

導用ブロックを敷設するものとする。 

 ２ 前項の規定により視覚障害者誘導用ブロックが敷設された旅客特定車両
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

停留施設の通路と前条第５項の規定により設けられる設備（音によるものを

除く。），便所の出入口，第２９条に規定する基準に適合する乗車券等販売

所その他市規則で定める設備との間の経路を構成する通路には，それぞれ視

覚障害者誘導用ブロックを敷設するものとする。ただし，視覚障害者の誘導

を行う者が常駐する２以上の設備がある場合であって，当該２以上の設備間

の誘導が適切に実施されるときは，当該２以上の設備間の経路を構成する通

路については，この限りでない。 

 ３ 旅客特定車両停留施設の階段，傾斜路及びエスカレーターの上端及び下端

に近接する通路には，視覚障害者誘導用ブロックを敷設するものとする。 

２・３ （省 略） ４・５ （省 略） 

（休憩施設） （休憩施設） 

第２２条 歩道等には，適当な間隔でベンチ及びその上屋を設けるものとす

る。ただし，これらの機能を代替するための施設が既に存する場合その他の

特別の理由によりやむを得ない場合においては，この限りでない。 

第３３条 歩道等又は自転車歩行者専用道路等には，適当な間隔でベンチ及び

その上屋を設けるものとする。ただし，これらの機能を代替するための施設

が既に存する場合その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては，

この限りでない。 

 ２ 旅客特定車両停留施設には，高齢者，障害者等の休憩の用に供する設備を

１以上設けるものとする。ただし，旅客の円滑な流動に支障を及ぼすおそれ

のある場合は，この限りでない。 

 ３ 旅客特定車両停留施設に優先席（主として，高齢者，障害者等の優先的な

利用のために設けられる座席をいう。）を設ける場合は，その付近に，当該

優先席における優先的に利用することができる者を表示する案内標識を設

けるものとする。 

（照明施設） （照明施設） 

127



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２３条 歩道等及び立体横断施設には，照明施設を連続して設けるものとす

る。ただし，夜間における当該歩道等及び立体横断施設の路面の照度が十分

に確保される場合においては，この限りでない。 

第３４条 歩道等，自転車歩行者専用道路等及び立体横断施設には，照明施設

を連続して設けるものとする。ただし，夜間における当該歩道等，自転車歩

行者専用道路等及び立体横断施設の路面の照度が十分に確保される場合に

おいては，この限りでない。 

２ 乗合自動車停留所及び自動車駐車場には，高齢者，障害者等の移動等円滑

化のために必要であると認められる箇所に，照明施設を設けるものとする。

ただし，夜間における当該乗合自動車停留所及び自動車駐車場の路面の照度

が十分に確保される場合においては，この限りでない。 

２ 乗合自動車停留所，自動車駐車場及び旅客特定車両停留施設には，高齢者，

障害者等の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に，照明施設

を設けるものとする。ただし，夜間における当該乗合自動車停留所，自動車

駐車場及び旅客特定車両停留施設の路面又は床面の照度が十分に確保され

る場合においては，この限りでない。 

第７章  (省 略) 第８章  (省 略) 

（委任） （委任） 

第２４条 （省 略） 第３５条 （省 略） 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ３ ７ 号  
豊 中 市 都 市 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定

に つ い て  
 豊 中 市 都 市 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定

す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 都 市 公 園 の 管 理 を 指 定 管 理 者 に 行 わ せ る た め に 必 要 な 事 項 を

定 め る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市都市公園条例の一部を改正する条例 

第１条 豊中市都市公園条例（昭和３５年豊中市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（使用料） （使用料） 

第１９条 第４条第１項，第８条第１項又は第９条第１項の許可又は承認を受

けた者（以下「使用者」という。）は，別表第２から別表第４までに定める

範囲内で市規則で定める使用料（法第３３条第４項に規定する公園予定区域

及び予定公園施設（以下「公園予定区域」という。）の使用料を含む。以下

同じ。）を納付しなければならない。 

第１９条 第４条第１項，第８条第１項又は第９条第１項の許可又は承認を受

けた者（以下「使用者」という。）（指定管理者から第４条第１項の承認を

受けた者を除く。以下この条において同じ。）は，別表第２から別表第４ま

でに定める範囲内で市規則で定める使用料（法第３３条第４項に規定する公

園予定区域及び予定公園施設（以下「公園予定区域」という。）の使用料を

含む。以下同じ。）を納付しなければならない。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 （指定管理者による管理） 

 第３２条 市長は，別表第５に掲げる公園の管理を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理

者」という。）に行わせることができる。 

 ２ 前項の規定により公園の管理を指定管理者に行わせる場合におけるその

業務の範囲は，次のとおりとする。 

 (１) 公園における事業の実施に関する業務 

 (２) 公園における制限行為の承認，その取消しその他公園における制限行

為に関する業務 

 (３) 公園及び公園施設の維持管理に関する業務 

 (４) その他市長が必要と認める業務 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （指定管理者の指定の手続） 

第３３条 市長は，前条第１項の規定により指定管理者に公園の管理を行わせ

ようとするときは，公募する。ただし，特別の理由があると認めるときは，

この限りでない。 

 ２ 指定管理者の指定を受けようとするものは，事業計画書その他市規則で定

める書類を市長に提出しなければならない。 

 ３ 市長は，前項の規定により同項に規定する書類の提出があったときは，次

に掲げる基準に基づき，最も適当であると認めるものを選定し，議会の議決

を経て指定管理者を指定する。 

 (１) 市民の平等な利用が確保され，かつ，サービスの向上が図られるもの

であること。 

 (２) 事業計画書の内容が公園の効用を最大限に発揮させ，かつ，効率的・

効果的な運営が図られるものであること。 

 (３) 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有するものであるこ

と。 

 (４) その他公園の設置の目的を効果的に達成できることを判断するため

に必要なものとして市規則で定める基準に適合するものであること。 

 ４ 市長は，前項の規定による選定をしようとするときは，あらかじめ，豊中

市公民連携手法による公共施設整備等事業者選定委員会の意見を聴かなけ

ればならない。ただし，第１項ただし書の規定により公募を行わないときは，

この限りでない。 

 （協定の締結） 

 第３４条 指定管理者の指定を受けたものは，公園の管理に関し，市長と協定
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

を締結しなければならない。 

 （事業報告書の作成及び提出） 

 第３５条 指定管理者は，毎年度終了後６０日以内に，市規則で定めるところ

により，事業報告書を作成し，市長に提出しなければならない。ただし，年

度の途中において地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定を

取り消されたときは，その取り消された日から起算して６０日以内に当該年

度の当該取り消された日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

 （利用料金） 

第３６条 市長は，指定管理者に，指定管理者から第４条第１項の承認を受け

た者の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理者の収

入として収受させるものとする。 

 ２ 利用料金の額は，別表第６に定める額の範囲内で指定管理者が市長の承認

を得て定めるものとする。 

 ３ 第１項に規定する承認を受けた者が会費，入場料その他これらに類する料

金を徴収する場合における利用料金の額は，別表第６に定める額の２倍以内

で，指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

 ４ 市長は，前２項の承認をしたときは，当該承認をした利用料金の額を告示

しなければならない。 

 （利用料金の減免） 

第３７条 指定管理者は，市長が定める基準に従い，利用料金を減免すること

ができる。 

 （利用料金の前納及び返還） 

 第３８条 指定管理者から第４条第１項の承認を受けた者は，利用料金を指定
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

管理者に前納しなければならない。ただし，市長が特別の理由があると認め

るときは，この限りでない。 

 ２ 既納の利用料金は，返還しない。ただし，指定管理者は，市長が定める基

準に従い，その全部又は一部を返還することができる。 

 （指定の取消し等による損害） 

 第３９条 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定を取り消し，

又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合にお

いて指定管理者に損害が生じても，市は，その責めを負わない。 

 （指定管理者の原状回復義務） 

 第４０条 指定管理者は，その指定の期間が満了したとき又は地方自治法第２

４４条の２第１１項の規定により指定を取り消され，若しくは期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは，公園及び公園施

設を速やかに原状に回復しなければならない。ただし，市長の承認を得たと

きは，この限りでない。 

 （指定管理者の損害賠償義務） 

 第４１条 指定管理者は，故意又は過失により公園又は公園施設を滅失し，又

は毀損したときは，その損害を賠償しなければならない。ただし，市長が特

別の事情があると認めるときは，その全部又は一部を免除することができ

る。 

 （秘密保持義務） 

 第４２条 指定管理者の役員及び職員並びにこれらの者であった者は，その業

務に関し知り得た秘密を他に漏らし，又は公園の管理目的以外の目的に利用

してはならない。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （指定管理者の管理の基準） 

 第４３条 公園の管理を指定管理者に行わせる場合における管理の基準は，次

のとおりとする。 

 (１) 公園の開園時間及び休園日は，公園の利用形態，利用者の便宜等によ

り市長の承認を得て定めること。 

 (２) 公園の管理に関し保有する個人情報（個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。以

下同じ。）の漏えい，改ざん，滅失等の防止その他の個人情報の適正な管

理のための必要な措置を講じること。 

 (３) 公園の管理に関し保有する情報の公開について必要な措置を講じる

こと。 

 (４) その他法令，この条例，この条例に基づく市規則その他市長の定める

ところに従い，公園の管理を行うこと。 

 （指定等の告示） 

 第４４条 市長は，指定管理者を指定したとき及びその指定を取り消したとき

は，その旨を告示しなければならない。 

（委任） （委任） 

第３２条 （省 略） 第４５条 （省 略） 

 別表第５ 指定管理者に管理を行わせることができる公園 

 名称 原田緑地 
 

 別表第６ 公園の利用料金 

 種別 単位 期間 利用料金 

行商，募金，出店等を行うとき １平方メートル １日 ２００円
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

業として写真の撮影を行うとき １箇所 １日 ２，０００円

業として映画の撮影を行うとき １箇所 １日 ４，０００円

競技会，展示会，博覧会等を行うとき １平方メートル １日 ２円

興行を行うとき １平方メートル １日 １０円
 

第２条 豊中市都市公園条例の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（指定管理者の指定の手続） 

第３３条 （省 略） 

（指定管理者の指定の手続） 

第３３条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 市長は，前項の規定による選定をしようとするときは，あらかじめ，豊中

市公民連携手法による公共施設整備等事業者選定委員会の意見を聴かなけ

ればならない。ただし，第１項ただし書の規定により公募を行わないときは，

この限りでない。 

４ 市長は，前項の規定による選定をしようとするときは，あらかじめ，豊中

市都市公園指定管理者選定評価委員会の意見を聴かなければならない。ただ

し，第１項ただし書の規定により公募を行わないときは，この限りでない。 

 （管理状況の評価） 

 第４５条 指定管理者は，その指定の期間において，公園の管理状況について，

豊中市都市公園指定管理者選定評価委員会の評価を受けなければならない。

ただし，特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

 （豊中市都市公園指定管理者選定評価委員会） 

 第４６条 指定管理者の選定及び管理状況の評価について調査審議するため，

豊中市都市公園指定管理者選定評価委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 ２ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，市規則で定める。 

（委任） （委任） 

第４５条 （省 略） 第４７条 （省 略） 

   附 則 

１ この条例は，市規則で定める日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の豊中市都市公園条例第３３条第３項の規定による指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は，同条並びに同条例第３４条及

び第４４条の規定の例により，第１条の規定の施行の日前においても行うことができる。 

３ 委員等の報酬及び費用弁償条例（昭和３１年豊中市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中第８０号を第８１号とし，第６８号から第７９号までを１号ずつ繰り下げ，第６７号の次に次の１号を加える。 

(68) 都市公園指定管理者選定評価委員会 

委員 日額 ９，７００円 

第４条第３項中「同項第７９号及び第８０号」を「同項第８０号及び第８１号」に改める。 

第５条第２項中「第７８号」を「第７９号」に，「同項第７９号及び第８０号」を「同項第８０号及び第８１号」に改める。 
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市 議 案 第 ３ ８ 号  
豊 中 市 建 築 基 準 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 建 築 基 準 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う

に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 建 築 基 準 法 の 改 正 に 伴 い ， 容 積 率 の 特 例 認 定 の 申 請 審 査 に 係

る 手 数 料 等 の 名 称 及 び 額 を 定 め る と と も に ， そ の 他 所 要 の 規 定

を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   豊中市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 豊中市建築基準法施行条例（平成１６年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（確認及び検査等の手数料） （確認及び検査等の手数料） 

第６４条 （省 略） 第６４条 （省 略） 

２～７ （省 略） ２～７ （省 略） 

８ 次の表の中欄に掲げる承認，指定，許可又は認定の申請をしようとする者

は，それぞれ同表の右欄に掲げる金額の手数料を納めなければならない。こ

の場合における当該手数料の金額は，１件につきそれぞれ同欄に掲げる金額

とする。 

８ 次の表の中欄に掲げる承認，指定，許可又は認定の申請をしようとする者

は，それぞれ同表の右欄に掲げる金額の手数料を納めなければならない。こ

の場合における当該手数料の金額は，１件につきそれぞれ同欄に掲げる金額

とする。 

 区分 金額 

事務 名称 

（省 略） 

１１ 法第５２条第６項第３

号の規定に基づく容積

率に関する特例の認定

の申請に対する審査 

容積率の特例認定申請手数料 ２７，０００円

１２

～ 

１６ 

（省 略） 

１７ 法第５５条第３項又は

第４項の規定に基づく

（省 略） 

 区分 金額 

事務 名称 

（省 略） 

  

 

 

 

 

１１

～ 

１５ 

（省 略） 

１６ 法第５５条第３項各号

の規定に基づく建築物

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

の高さの許可の申請に

対する審査 

１７ 

・ 

１８ 

（省 略） 

  

 

 

 

 

１９

～ 

４０ 

（省 略） 

２４から３１までの項中の建築物の数は，用途上不可分の関係にある建築物の

うち主要な用途の建築物の数の合計とする。ただし，２５及び２７から３０ま

での項に掲げる場合において，建築しようとする建築物が，主要な用途以外の

用途の建築物のみである場合は，建築物の数を１とみなす。 
 

建築物の高さの許可の

申請に対する審査 

１８ 

・ 

１９ 

（省 略） 

２０ 法第５８条第２項の規

定に基づく建築物の高

さの許可の申請に対す

る審査 

高度地区における建築物の高さ

の許可申請手数料 

１６０，０００円

２１

～ 

４２ 

（省 略） 

２６から３３までの項中の建築物の数は，用途上不可分の関係にある建築物の

うち主要な用途の建築物の数の合計とする。ただし，２７及び２９から３２ま

での項に掲げる場合において，建築しようとする建築物が，主要な用途以外の

用途の建築物のみである場合は，建築物の数を１とみなす。 
 

９ 次の表の中欄に掲げる書面の交付を受けようとする者は，それぞれ同表の

右欄に掲げる金額の手数料を納めなければならない。 

９ 次の表の中欄に掲げる書面の交付を受けようとする者は，それぞれ同表の

右欄に掲げる金額の手数料を納めなければならない。 

 区分 金額 

（省 略） 
 

 区分 金額 

 （省 略） 

３ 規則第１１条の３第１項第１号から第６号までに

掲げる書類の写し 

２００円

４ 規則第１１条の３第１項第７号及び第８号に掲げ

る書類の写し 

１００円
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

10～15 （省 略） 10～15 （省 略） 

16 第８項の表３３の項に掲げる床面積の合計は，法第８６条の８第１項の全

体計画に係る建築物の床面積の合計とし，同表３４の項に掲げる床面積の合

計は，当該建築物の床面積（市規則で定めるところにより算定したものに限

る。）の合計に０．５を乗じて得た面積とする。 

16 第８項の表３５の項に掲げる床面積の合計は，法第８６条の８第１項の全

体計画に係る建築物の床面積の合計とし，同表３６の項に掲げる床面積の合

計は，当該建築物の床面積（市規則で定めるところにより算定したものに限

る。）の合計に０．５を乗じて得た面積とする。 

17 第８項の表３５の項に掲げる床面積の合計は，法第８７条の２第１項の全

体計画に係る建築物の床面積の合計とする。 

17 第８項の表３７の項に掲げる床面積の合計は，法第８７条の２第１項の全

体計画に係る建築物の床面積の合計とする。 

18 第８項の表３９の項に掲げる床面積の合計は，令第１３７条の１６第２号

の移転に係る建築物の床面積の合計とする。 

18 第８項の表４１の項に掲げる床面積の合計は，令第１３７条の１６第２号

の移転に係る建築物の床面積の合計とする。 

   附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ３ ９ 号  
北 部 大 阪 都 市 計 画 新 千 里 北 住 宅 地 区 地 区 計 画 の 区

域 内 に お け る 建 築 物 の 制 限 に 関 す る 条 例 の 一 部 を

改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 北 部 大 阪 都 市 計 画 新 千 里 北 住 宅 地 区 地 区 計 画 の 区 域 内 に お け

る 建 築 物 の 制 限 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う

に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 北 部 大 阪 都 市 計 画 に 係 る 地 区 計 画 の 変 更 に 伴 い ， 新 千 里 北 住

宅 地 区 の Ａ 地 区 の 区 域 を Ａ 地 区 及 び Ｃ 地 区 に 区 分 す る と と も に ，

建 築 物 の 敷 地 ， 構 造 及 び 用 途 に 関 す る 制 限 並 び に 緑 化 率 の 最 低

限 度 を 定 め る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

北部大阪都市計画新千里北住宅地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

北部大阪都市計画新千里北住宅地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２８年豊中市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の

事項 

Ａ地区 Ｂ地区 

１ 建 築 物

の 用 途

の 制 限 

(１) 共同住宅，寄宿舎又は下宿

(２) 幼稚園又は幼保連携型認

定こども園 

(３) 老人ホーム，保育所，福祉

ホームその他これらに類する

もの 

(４) 診療所 

(５) 巡査派出所，公衆電話所そ

の他これらに類する令第１３

０条の４で定める公益上必要

な建築物 

(６) 店舗，飲食店その他これら

に類する用途に供するものの

うち令第１３０条の５の３で

定めるものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が５０

０平方メートル以内のもの（３

(１) 住宅（届出住宅（住宅宿泊

事業法（平成２９年法律第６５

号）第２条第５項に規定する届

出住宅をいう。）又は３戸以上

の長屋（同項に規定する届出住

宅を除く。）を除く。） 

(２) 住宅で事務所，店舗その他

これらに類する用途を兼ねる

もののうち令第１３０条の３

で定めるもの 

(３) 認知症高齢者グループホ

ーム（老人福祉法（昭和３８年

法律第１３３号）第５条の２第

６項に規定する認知症対応型

老人共同生活援助事業を行う

施設をいう。）又は障害者グル

ープホーム（障害者の日常生活

建築制限の

事項 

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

１ 建築物

の用途

の 制 限 

(１) 共同住宅，寄宿

舎又は下宿 

(２) 幼稚園又は幼

保連携型認定こど

も園 

(３) 老人ホーム，保

育所，福祉ホームそ

の他これらに類す

るもの 

(４) 診療所 

(５) 巡査派出所，公

衆電話所その他こ

れらに類する令第

１３０条の４で定

める公益上必要な

建築物 

(６) 店舗，飲食店そ

(１) 住宅（届出住宅

（住宅宿泊事業法

（平成２９年法律

第６５号）第２条第

５項に規定する届

出住宅をいう。）又

は３戸以上の長屋

（同項に規定する

届出住宅を除く。）

を除く。） 

(２) 住宅で事務所，

店舗その他これら

に類する用途を兼

ねるもののうち令

第１３０条の３で

定めるもの 

(３) 認知症高齢者

(１) 認知症高齢者

グループホーム又

は障害者グループ

ホーム 

(２) 幼稚園又は幼

保連携型認定こど

も園 

(３) 老人ホーム，保

育所，福祉ホームそ

の他これらに類す

るもの 

(４) 診療所 

(５) 巡査派出所，公

衆電話所その他こ

れらに類する令第

１３０条の４で定

める公益上必要な
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

階以上の部分をその用途に供

するものを除く。） 

(７) 前各号の建築物に附属す

るもの 

及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１７項

に規定する共同生活援助を行

う施設をいう。）で，延べ面積

が２００平方メートル未満の

もの 

(４) 自治会等の自治活動の目

的の用に供するための集会所

その他これに類するもの 

(５) 診療所（住宅の用途を兼ね

るもののうち患者の収容施設

を有しないものに限る。） 

(６) 専ら防災のために設ける

備蓄倉庫その他これに類する

もの 

(７) 前各号の建築物に附属す

るもの（令第１３０条の５で定

めるものを除く。） 

２ 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高 限 度 

 １０分の１０ 

３ 建 築 物 １０分の５ 

の他これらに類す

る用途に供するも

ののうち令第１３

０条の５の３で定

めるもの（以下「店

舗等」という。）で

その用途に供する

部分の床面積の合

計が５００平方メ

ートル以内のもの

（３階以上の部分

をその用途に供す

るものを除く。） 

(７) 前各号の建築

物に附属するもの 

グループホーム（老

人福祉法（昭和３８

年法律第１３３号）

第５条の２第６項

に規定する認知症

対応型老人共同生

活援助事業を行う

施設をいう。以下同

じ。）又は障害者グ

ループホーム（障害

者の日常生活及び

社会生活を総合的

に支援するための

法律（平成１７年法

律第１２３号）第５

条第１７項に規定

する共同生活援助

を行う施設をいう。

以下同じ。）で，延

べ面積が２００平

方メートル未満の

もの 

(４) 自治会等の自

治活動の目的の用

建築物 

(６) 前各号の建築

物と店舗等でその

用途に供する部分

の床面積の合計が

５００平方メート

ル以内のものとの

複合建築物（３階以

上の部分を店舗等

の用途に供するも

のを除く。）（当該

前各号の建築物の

用途に供する部分

の各階の床面積の

合計の延べ面積に

対する割合が２分

の１を超えるもの

に限る。） 

(７) 前各号の建築

物に附属するもの 

143



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

の 建 蔽

率 の 最

高 限 度 

４ 建 築 物

の 敷 地

面 積 の

最 低 限

度 

 １５０平方メートル 

５ 建 築 物

の 壁 面

の 位 置

の 制 限 

(１) 建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から道路境界線

までの距離（第３号において

「道路からの外壁の後退距離」

という。）は，５メートル以上

でなければならない。 

(２) 建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から隣地境界線

までの距離（次号において「隣

地からの外壁の後退距離」とい

う。）は，３メートル以上でな

ければならない。 

(３) 前２号の規定は，道路から

の外壁の後退距離が５メート

ルに満たない距離又は隣地か

らの外壁の後退距離が３メー

建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から敷地境界線までの

距離は，１メートル以上でなけれ

ばならない。ただし，当該距離に

満たない距離にある建築物又は

建築物の部分が次のいずれかに

該当する場合は，適用しない。

(１) 外壁又はこれに代わる柱

の中心線の長さの合計が３メ

ートル以下であるもの 

(２) 物置その他これに類する

用途に供し，軒の高さが２．３

メートル以下で，かつ，床面積

の合計が５平方メートル以内

であるもの 

(３) 自動車車庫 

に供するための集

会所その他これに

類するもの 

(５) 診療所（住宅の

用途を兼ねるもの

のうち患者の収容

施設を有しないも

のに限る。） 

(６) 専ら防災のた

めに設ける備蓄倉

庫その他これに類

するもの 

(７) 前各号の建築

物に附属するもの

（令第１３０条の

５で定めるものを

除く。） 

２ 建築物

の容積

率の最

高 限 度 

 １０分の１０  

３ 建築物

の建蔽

率の最

 １０分の５  
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

トルに満たない距離にある建

築物又は建築物の部分が次の

ア又はイに該当する場合は，適

用しない。ただし，イに該当す

る場合の道路からの外壁の後

退距離又は隣地からの外壁の

後退距離は，１．５メートル以

上でなければならない。 

ア 外壁又はこれに代わる柱

の中心線の長さの合計が３

メートル以下であること。

イ 物置その他これに類する

用途に供し，軒の高さが２．

３メートル以下で，かつ，床

面積の合計が５平方メート

ル以内であること。 

(４) 豊中市道新千里２号線（以

下この号において「新千里２号

線」という。）に面する建築物

については，２階以下の階に限

り，店舗，飲食店その他これら

に類するものの用途に供する

部分の外壁又はこれに代わる

柱の面から新千里２号線の道

高 限 度 

４ 建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

 １５０平方メートル  

５ 建築物

の壁面

の位置

の 制 限 

(１) 建築物の外壁

又はこれに代わる

柱の面から道路境

界線までの距離（以

下「道路からの外壁

の後退距離」とい

う。）は，５メート

ル以上でなければ

ならない。 

(２) 建築物の外壁

又はこれに代わる

柱の面から隣地境

界線までの距離（以

下「隣地からの外壁

の後退距離」とい

う。）は，３メート

ル以上でなければ

ならない。 

建築物の外壁又は

これに代わる柱の面

から敷地境界線まで

の距離は，１メートル

以上でなければなら

ない。ただし，当該距

離に満たない距離に

ある建築物又は建築

物の部分が次のいず

れかに該当する場合

は，適用しない。 

(１) 外壁又はこれ

に代わる柱の中心

線の長さの合計が

３メートル以下で

あるもの 

(２) 物置その他こ

れに類する用途に

(１) 道路からの外

壁の後退距離は，５

メートル以上でな

ければならない。

(２) 隣地からの外

壁の後退距離は，３

メートル以上でな

ければならない。

(３) 前２号の規定

は，道路からの外壁

の後退距離が５メ

ートルに満たない

距離又は隣地から

の外壁の後退距離

が３メートルに満

たない距離にある

建築物又は建築物

の部分が次のア又

145



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

路境界線までの距離を１．５メ

ートル以上とすることができ

る。 

６ 建 築 物

の 高 さ

の 最 高

限度 

４０メートル（豊中市道新千里

北町第３８号線の道路境界線か

らの距離が１０メートル以内の

区域においては，１５メートル）

１０メートルかつ軒の高さ７

メートル 

７ 垣 又 は

柵 の 構

造 の 制

限 

道路に面する部分に設ける垣又は柵は，生垣，ネットフェンス，

鉄柵その他これらに類する開放性のあるものとしなければならな

い。ただし，高さ２メートル以下の門又は塀（１．６メートルを超

える部分については，ネットフェンス，鉄柵その他これらに類する

開放性があるものに限る。）については，この限りでない。 

８ 緑 化 率

の 最 低

限度 

１０分の２．５  

 

(３) 前２号の規定

は，道路からの外壁

の後退距離が５メ

ートルに満たない

距離又は隣地から

の外壁の後退距離

が３メートルに満

たない距離にある

建築物又は建築物

の部分が次のア又

はイに該当する場

合は，適用しない。

ただし，イに該当す

る場合の道路から

の外壁の後退距離

又は隣地からの外

壁の後退距離は，

１．５メートル以上

でなければならな

い。 

ア 外壁又はこれ

に代わる柱の中

心線の長さの合

計が３メートル

供し，軒の高さが

２．３メートル以下

で，かつ，床面積の

合計が５平方メー

トル以内であるも

の 

(３) 自動車車庫 

はイに該当する場

合は，適用しない。

ただし，イに該当す

る場合の道路から

の外壁の後退距離

又は隣地からの外

壁の後退距離は，

１．５メートル以上

でなければならな

い。 

ア 外壁又はこれ

に代わる柱の中

心線の長さの合

計が３メートル

以下であること。

イ 物置その他こ

れに類する用途

に供し，軒の高さ

が２．３メートル

以下で，かつ，床

面積の合計が５

平方メートル以

内であること。

(４) 新千里２号線
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

以下であること。

イ 物置その他こ

れに類する用途

に供し，軒の高さ

が２．３メートル

以下で，かつ，床

面積の合計が５

平方メートル以

内であること。

(４) 豊中市道新千

里２号線（以下「新

千里２号線」とい

う。）に面する建築

物については，２階

以下の階に限り，店

舗，飲食店その他こ

れらに類するもの

の用途に供する部

分の外壁又はこれ

に代わる柱の面か

ら新千里２号線の

道路境界線までの

距離を１．５メート

ル以上とすること

に面する建築物に

ついては，２階以下

の階に限り，店舗，

飲食店その他これ

らに類するものの

用途に供する部分

の外壁又はこれに

代わる柱の面から

新千里２号線の道

路境界線までの距

離を１．５メートル

以上とすることが

できる。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ができる。 

６ 建築物

の高さ

の最高

限度 

４０メートル（豊中市

道新千里北町第３８

号線の道路境界線か

らの距離が１０メー

トル以内の区域にお

いては，１５メート

ル） 

１０メートルかつ軒

の高さ７メートル 

４０メートル 

７ 垣又は

柵の構

造の制

限 

道路に面する部分に設ける垣又は柵は，生垣，ネットフェンス，

鉄柵その他これらに類する開放性のあるものとしなければならな

い。ただし，高さ２メートル以下の門又は塀（１．６メートルを超

える部分については，ネットフェンス，鉄柵その他これらに類する

開放性があるものに限る。）については，この限りでない。 

８ 緑化率

の最低

限度 

１０分の２．５  １０分の２．５ 

 

附 則 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ４ ０ 号  
市 立 豊 中 病 院 職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

の 設 定 に つ い て  
 市 立 豊 中 病 院 職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う

に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

市 立 豊 中 病 院 の 職 員 の 定 数 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で

あ る 。  
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豊中市条例第  号 

市立豊中病院職員定数条例の一部を改正する条例 

市立豊中病院職員定数条例（平成２５年豊中市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２条 職員の定数は，８２１人とする。 第２条 職員の定数は，８３１人とする。 

附 則 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ４ １ 号  
市 立 小 ・ 中 学 校 講 堂 設 備 の 使 用 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 市 立 小 ・ 中 学 校 講 堂 設 備 の 使 用 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す

る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 義 務 教 育 学 校 の 講 堂 設 備 の 使 用 料 の 額 を 設 定 す る と と も に ，

小 学 校 及 び 中 学 校 の 講 堂 設 備 の 使 用 料 の 額 の 改 正 そ の 他 所 要 の

規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

市立小・中学校講堂設備の使用に関する条例の一部を改正する条例 

市立小・中学校講堂設備の使用に関する条例（昭和２３年豊中市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

市立小・中学校講堂設備の使用に関する条例 市立学校講堂設備の使用に関する条例 

第１条 市立小学校及び中学校の講堂（屋内体操場と併用されているものを含

む。以下同じ。）設備（以下「設備」という。）の使用については，法令に

定のあるものの外，この条例の定めるところによる。 

第１条 市立小学校，市立中学校及び市立義務教育学校の講堂（屋内体操場と

併用されているものを含む。以下同じ。）設備（以下「設備」という。）の

使用については，法令に定めのあるもののほか，この条例の定めるところに

よる。 

第２条 使用料は，次のように定める。 第２条 講堂使用料は，次のとおりとする。 

区分

種別 

講堂使用料 ピアノ使用料（１回

につき） 昼間 夜間 昼夜連続 

小学校 １，０００円 １，２００円 １，８００円 ３００円

中学校 １，２００円 １，４００円 ２，０００円
 

区分

種別 

昼間 夜間 昼夜連続 

小学校 １，５００円 １，８００円 ３，３００円

中学校 １，８００円 ２，１００円 ３，９００円

義務教

育学校 

小アリーナ １，５００円 １，８００円 ３，３００円

大アリーナ １，８００円 ２，１００円 ３，９００円
 

 ２ ピアノ使用料は，１回につき３００円とする。 

２ 映画会その他特に電力を多量に消費するものについては，別に定める点燈

実費を徴収する。 

３ 特別に電気その他を使用するときは，実費を徴収する。 

３ 使用時間は，昼間午前８時から午後３時まで，夜間午後４時から午後１１

時までとする。 

４ 使用時間は，昼間午前８時から午後３時まで，夜間午後４時から午後９時

までとする。 

   附 則 

１ この条例は，令和５年７月１日から施行する。 
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２ この条例による改正後の市立学校講堂設備の使用に関する条例第２条第１項及び第２項の規定は，この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用

する。 
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市 議 案 第 ４ ２ 号  
奨 学 基 金 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い  
て  

 奨 学 基 金 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も

の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ２ 月 ２ ４ 日 提 出  
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

基 金 の 額 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  

154



豊中市条例第  号 

奨学基金条例の一部を改正する条例 

奨学基金条例（昭和４３年豊中市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２条 基金の額は，３０８，３２８，０００円とする。 第２条 基金の額は，３２６，０３９，５０３円とする。 

附 則 

この条例は，令和５年３月３１日から施行する。 
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